
科目 

主管 

事 業 名 避難行動要支援者対策費（社会福祉費） 

政 策 体 系 
安全で安心に暮らせるまちをつくる 

防災・減災対策の推進 

款 03 民生費 項 01 社会福祉費 目 01 社会福祉総務費 

予  算  額 

（前年度比）
財 源 内 訳 

1,591千円 

（ 皆 増 ） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

0千円 0千円 0千円 0千円 0千円 1,591千円 

社

会

福

祉

課

１ 事業目的 

避難行動要支援者に対する災害時における避難支援等を実効性のあるものとす

るため、災害対策基本法に基づき、個別避難計画を作成する。 

２ 事業内容 

個別避難計画を作成するため、個別避難計画作成対象者への郵送による意向調 

査を実施し、個別避難計画作成支援の優先度を把握するとともに、セルフプラン

の作成を推進する。 

⑴ 避難行動要支援者の状況（令和４年９月３０日現在）

項 目 対象者数 同意者数 

①要介護認定３～５ 751人 199人 

②身体障害者手帳１・２級（総合等級）（心臓、じん

臓などの内部機能障害だけで該当する方は除く。）
842人 297人 

③療育手帳Ａ判定 168人 108人 

④精神障害者保健福祉手帳１級で単身世帯 32人 8人 

⑤①～④の状況と同等で、避難行動に支援が必要な

者（市長が認める者） 
256人 256人 

⑵ 支出科目

区 分 内 容 事業費 

需用費 
調査書発送用封筒作成費、返信用封

筒作成費及び改ざん予防用紙 
101千円 

役務費 
調査書発送費用、調査書着払い費用

及び同意確認郵送料 
510千円 

委託料 
避難行動要支援者名簿システム保守

業務 
479千円 

使用料及び賃借

料 
避難行動要支援者名簿システム賃借 501千円 

３ 事業効果 

  個別避難計画を作成することにより、避難行動要支援者に対する適切な避難行

動支援へ繋げることができる。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

事 業 名 地域福祉計画策定費（地域福祉計画費） 

政 策 体 系  
誰もが健やかにいきいきと暮らせるまちをつくる 

地域福祉の充実 

款 03 民生費 項 01 社会福祉費 目 01 社会福祉総務費 

予  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

3,339千円 

（ 皆 増 ） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

0千円 0千円 0千円 0千円 0千円 3,339千円 

社

会

福

祉

課 

１ 事業目的 

地域共生社会の実現に向けて、地域における高齢者の福祉、障がい者の福祉、

児童の福祉及びその他の福祉の各分野における共通的な事項を記載する上位計画

である地域福祉計画と社会福祉協議会が策定する地域福祉活動計画を一体的に策

定する。 

 

２ 事業内容 

  ⑴ 清須市地域福祉計画策定（第１次計画・令和７年度～令和１１年度） 

ア 策定委員会の開催 

  策定委員 開催回数 

20人 2回 

 イ アンケート調査及びアンケート結果の分析 

   対象者見込数 ２，０００人 

⑵ 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

報償費 策定委員会委員報償金 331千円 

需用費 策定委員会に係る飲料費など 13千円 

役務費 策定委員会開催郵送費など 25千円 

委託料 第１次地域福祉計画策定業務 2,970千円 

 

３ 事業効果 

地域福祉計画を策定することで、地域共生社会の実現に向けた公的支援及び地

域づくりに取り組むことができる。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

事 業 名 民生児童委員活動支援費（民生児童委員費） 

政策体系  
誰もが健やかにいきいきと暮らせるまちをつくる 

地域福祉の充実 

款 03 民生費 項 01 社会福祉費 目 01 社会福祉総務費 

予  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

10,810千円 
（△42 千円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

5,020千円 0千円 0千円 0千円 0千円 5,790千円 

社

会

福

祉

課 

１ 事業目的 
社会奉仕の精神をもって、常に住民の立場に立って相談に応じ必要な援助を行

い、また、社会福祉の増進に努める民生委員・児童委員の活動に対し、支援を行
う。 

 
２ 事業内容 

地域の実態を把握するため、社会調査や相談などの民生委員・児童委員活動を
支援する。 
⑴ 民生委員・児童委員数 

区 分 委員数 
西枇杷島地区民生児童委員協議会 21人(うち主任児童委員 2人) 
清洲地区民生児童委員協議会 29人(うち主任児童委員 2人) 
新川地区民生児童委員協議会 22人(うち主任児童委員 2人) 
春日地区民生児童委員協議会 11人(うち主任児童委員 2人) 

合 計 83人(うち主任児童委員 8人) 
⑵ 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

報償費 
民生委員・児童委員活動費用弁償費
など 

10,300千円 

需用費 民生児童委員手帳及び名札など 149千円 

使用料及び賃借
料 

駐車料及び通行料 26千円 

負担金、補助及び
交付金 

愛知県民生委員児童委員連盟会費及
び愛知県社会福祉協議会会費など 

335千円 

⑶ 民生委員・児童委員の主な活動内容 
ア 社会調査 

担当区域内の住民の実態や福祉ニーズを日常的に把握する。 
イ 相談 

地域住民が抱えている課題について、相手の立場に立ち、親身になって相
談を受ける。 

ウ 連絡通報 
住民がそれぞれのニーズに応じた福祉サービスを受けられるよう、関係行

政機関、施設、団体などに連絡し、必要な対応を働きかける。 
エ 調整 

地域住民の福祉ニーズに対応し、適切なサービスの提供が受けられるよう
に支援する。 

 
３ 事業効果 

民生委員・児童委員の活動を支援することにより、民生委員・児童委員の地域
での活動が円滑に行われ、社会福祉の増進に寄与することができる。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

事 業 名 人権擁護委員活動支援費（人権擁護委員費） 

政策体系  
誰もが健やかにいきいきと暮らせるまちをつくる 

地域福祉の充実 

款 03 民生費 項 01 社会福祉費 目 01 社会福祉総務費 

予  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

487千円 
（△1 千円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

0千円 0千円 0千円 0千円 0千円 487千円 

社

会

福

祉

課 

１ 事業目的 

国民の基本的人権が侵犯されることのないように監視し、これが侵犯された場

合には、その救済のため、速やかに適切な処置をとるとともに、常に自由人権思

想の普及と高揚に努める人権擁護委員の活動に対し、支援を行う。 

 

２ 事業内容 

⑴ 人権擁護委員数 

１１人 

⑵ 主な活動内容 

ア 人権擁護委員の日（６月１日）啓発活動 

市内商業施設で人権啓発活動を行う。 

イ 人権よろず相談（年６回、奇数月の第２水曜日） 

市役所で人権に関する相談に応じる。 

ウ 人権週間（１２月４日～１０日）啓発活動 

市内の小学校及び中学校を訪問し、人権ＤＶＤ鑑賞や人権に関する講話な

ど人権教室を行う。 

エ 児童館、保育園及び幼稚園人権啓発活動 

市内の児童館、保育園及び幼稚園に訪問し、紙芝居や人権カルタなどの遊

びを通して人権啓発活動を行う。 

⑶ 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

負担金、補助及び

交付金 

名古屋人権擁護委員協議会負担金及

び西春地区人権擁護委員会負担金 
97千円 

清須市人権委員会補助金 390千円 

 

３ 事業効果 

人権擁護委員の活動を支援することにより、市民の人権に対する正しい理解を

深め、人権問題への取組みの推進に寄与することができる。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

事 業 名 西春日井保護区保護司会負担金（保護司等費） 

政策体系  
安全で安心に暮らせるまちをつくる 

防犯・交通安全対策の推進 

款 03 民生費 項 01 社会福祉費 目 01 社会福祉総務費 

予  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

352千円 
（△1 千円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

0千円 0千円 0千円 0千円 0千円 352千円 

社

会

福

祉

課 

１ 事業目的 

社会奉仕の精神をもって、犯罪をした者及び非行のある少年の改善更生を助け

るとともに、犯罪の予防のため世論の啓発に努め、並びに地域社会の浄化を図り、

個人及び公共の福祉に寄与することを使命とする西春日井保護区保護司会に対

し、負担金を支出する。 

 

２ 事業内容 

⑴ 西春日井保護区保護司会会員数 

４４人 

⑵ 主な活動内容 

ア 青少年等の更生保護活動 

  保護観察所からの依頼により、犯罪をした者及び非行のある少年の更生及

び少年院や刑務所に収容されている人の釈放後の社会復帰の手助けを行う。 

イ 更生保護サポートセンターの運営（週３回） 

  薬物乱用・非行・家庭内暴力・ひきこもり・不登校などの相談に応じる。 

ウ 社明作文コンテストの啓発活動 

  法務省が主催する“社会を明るくする運動作文コンテスト”の参加を小・ 

 中学校へ依頼し、作品審査会を開催する。 

エ 各種会議等への参加 

  愛知県保護司会連合会、尾東地区保護司会会長会議、薬物乱用防止推進委

員会、及び更生サポートセンター連絡協議会などの各種会議等へ参加する。 

⑶ 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

負担金、補助及び

交付金 
西春日井保護区保護司会負担金 352千円 

 

３ 事業効果 

西春日井保護区保護司会の活動を支援することにより、犯罪をした者及び非行

のある少年の改善更生を助けるとともに、犯罪を予防し、安心と安全のまちづく

りを目指す清須市を含む西春日井保護区の地域社会の安全及び住民福祉の向上に

寄与することができる。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

事 業 名 保護司協議会補助金（保護司等費） 

政策体系  
安全で安心に暮らせるまちをつくる 

防犯・交通安全対策の推進 

款 03 民生費 項 01 社会福祉費 目 01 社会福祉総務費 

予  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

675千円 
（±0 千円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

0千円 0千円 0千円 0千円 0千円 675千円 

社

会

福

祉

課 

１ 事業目的 

社会奉仕の精神をもって、犯罪をした者及び非行のある少年の改善更生を助け

るとともに、犯罪の予防のため世論の啓発に努め、並びに地域社会の浄化を図り、

個人及び公共の福祉に寄与することを使命とする清須市保護司協議会に対し、補

助金を交付する。 

 

２ 事業内容 

⑴ 清須市保護司協議会会員数 

２１人 

⑵ 主な活動内容 

ア まつり会場等での街頭指導及び啓発活動 

春日五条川さくらまつり、尾張西枇杷島まつり、市納涼盆踊り、新川やる

と祭及び清洲城信長まつりの会場等で街頭指導や啓発活動などを行う。 

イ 薬物乱用防止教室の開催（５～６月） 

市内中学校を訪問し、薬物乱用防止教室を開催する。 

ウ 覚せい剤撲滅キャンペーン（年３回） 

市内の商業施設で啓発物品を配布し、啓発を行う。 

エ 青少年健全育成大会の共催（７月） 

市教育委員会生涯学習課と共催し、講演会を開催する。 

⑶ 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

負担金、補助及び

交付金 
清須市保護司協議会補助金 675千円 

 

３ 事業効果 

清須市保護司協議会の活動を支援することにより、犯罪をした者及び非行のあ

る少年の改善更生を助けるとともに、犯罪を予防し、安心と安全のまちづくりを

目指す清須市の地域社会の安全及び住民福祉の向上に寄与することができる。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

事 業 名 更生保護女性会補助金（保護司等費） 

政策体系  
安全で安心に暮らせるまちをつくる 

防犯・交通安全対策の推進 

款 03 民生費 項 01 社会福祉費 目 01 社会福祉総務費 

予  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

231千円 
（±0 千円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

0千円 0千円 0千円 0千円 0千円 231千円 

社

会

福

祉

課 

１ 事業目的 

安心と安全の地域づくりを目指して地域社会の発展を図るとともに、女性の立

場から更生保護思想の普及及び更生保護事業に対する協力援助、地域社会の浄化

並びに青少年の健全育成及び補助援護などを行う清須市更生保護女性会に対し、

補助金を交付する。 

 

２ 事業内容 

⑴ 清須市更生保護女性会会員数 

４４人 

⑵ 主な活動内容 

ア 更生保護活動 

更生保護思想の普及・啓発、矯正施設への訪問・理解及び更生保護施設へ

の支援･協力を行う。 

イ 子育て支援活動 

登下校パトロール、あいさつ運動及び児童館まつり等の児童館活動の支援

を行う。 

ウ 関係機関との連携・協働 

特殊詐欺防止寸劇の実施及び清須市保護司協議会や西枇杷島警察署との連

携・協働を行う。 

エ 研修 

関係機関及び団体主催の研修会及び講習会へ参加する。 

⑶ 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

負担金、補助及び

交付金 
清須市更生保護女性会補助金 231千円 

 

３ 事業効果 

更生保護思想の普及及び青少年健全育成の推進を図るための啓発活動等を行う

清須市更生保護女性会の活動を支援することにより、地域社会の安全及び住民福

祉の向上に寄与することができる。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

事 業 名 社会を明るくする運動実施委員会補助金（保護司等費） 

政策体系  
安全で安心に暮らせるまちをつくる 

防犯・交通安全対策の推進 

款 03 民生費 項 01 社会福祉費 目 01 社会福祉総務費 

予  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

180千円 
（±0 千円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

0千円 0千円 0千円 0千円 0千円 180千円 

社

会

福

祉

課 

１ 事業目的 

法務省が主唱する運動の趣旨に基づき、地域住民の理解と参加を求め犯罪や非

行のない明るい社会の構築に寄与することを目的とする清須市社明実施委員会に

対し、補助金を交付する。 

 

２ 事業内容 

⑴ 清須市社明実施委員会委員数 

１２人 

⑵ 主な活動内容 

ア 社会を明るくする運動強調月間（７月１日～３１日） 

市内の小中学校をはじめとする公共施設等にのぼり旗を設置して啓発を行

うほか、市内商業施設での啓発品の配布、青少年健全育成大会の参加者への

啓発資材の配布、広報車による市内巡回広報活動を行う。 

イ 社明運動啓発活動（年４回） 

春日五条川さくらまつり、尾張西枇杷島まつり、新川やると祭及び清洲城

信長まつりの会場で啓発活動を行う。 

⑶ 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

負担金、補助及び

交付金 

清須市社会を明るくする運動実施委

員会補助金 
180千円 

 

３ 事業効果 

地域住民の理解と参加を求め、犯罪や非行のない明るい社会の構築に寄与する

活動を行う清須市社明実施委員会の活動を支援することにより、地域社会の安全

及び住民福祉の向上に寄与することができる。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

事 業 名 平和祈念式開催費（平和祈念費） 

政策体系  
豊かなこころとからだをはぐくむまちをつくる 

生涯学習の充実 

款 03 民生費 項 01 社会福祉費 目 01 社会福祉総務費 

予  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

838千円 
（＋1 千円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

0千円 0千円 0千円 0千円 0千円 838千円 

社

会

福

祉

課 

１ 事業目的 

過去の戦争によって亡くなられた方々に対し、追悼の意を表するとともに、戦

争の悲惨さ、平和の尊さを再認識し、恒久平和を祈念する。 

 

２ 事業内容 

平和月間（８月１日～３１日）に平和祈念式等を実施する。 

⑴ 平和祈念式 

ア 主な内容 

黙祷、千羽鶴献上（保育園児）、平和の宣言（保育園児）、式辞、平和祈念の

ことば、献花及び体験作文発表（平和推進派遣研修参加児童代表） 

イ 参列者数（予定） 

３００人 

ウ 場所 

新川地域文化広場（カルチバ新川） 

⑵ 記帳所の設置 

ア 期間 

８月１日～３１日 

イ 場所 

市役所、にしびさわやかプラザ、清洲市民センター、市立図書館及び平和

祈念式会場（カルチバ新川） 

⑶ 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

需用費 展示用写真印刷用紙、記録媒体など 13千円 

委託料 平和祈念式開催等業務 825千円 

 

３ 事業効果 

平和月間に平和祈念式等を実施することにより、平和の尊さを再認識し、市民

の平和意識の高揚を図ることができる。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

事 業 名 生活困窮者自立相談支援等費（生活困窮者自立支援費） 

政策体系  
誰もが健やかにいきいきと暮らせるまちをつくる 

生活保護・生活困窮者自立支援制度の適正実施 

款 03 民生費 項 01 社会福祉費 目 01 社会福祉総務費 

予  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

4,499千円 
（△1,245 千円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

3,301千円 0千円 0千円 0千円 0千円 1,198千円 

社

会

福

祉

課 

１ 事業目的 

生活保護に至る前の段階の生活困窮者に対し、自立相談支援事業の実施、住居

確保給付金の支給など、自立支援策の強化を図るために必要な支援を行う。 

 

２ 事業内容 

⑴ 自立相談支援事業 

生活困窮者からの相談を受け、ニーズに応じた包括的な支援を行うことによ

り、自立の促進を図る。 

⑵ 住居確保給付金 

離職等により、住居を失った又はそのおそれがある人に対し、住居確保給付

金を支給することで、安定した住居の確保と就労及び就労機会の確保を図る。 

⑶ 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

旅費 就労支援に係る交通費 4千円 

需用費 ケース記録等保存用ファイル 8千円 

役務費 住居確保給付金決定通知等郵送料 13千円 

使用料及び賃借

料 
就労支援に係る駐車料金 44千円 

扶助費 住居確保給付金など 4,430千円 

 

３ 事業効果 

生活や就労に関する相談支援員を配置し、ワンストップ型の相談窓口で各種制

度や就労などの情報を提供することにより、自立の促進を図ることができる。 

また、離職者等に住居確保給付金を支給することにより、住居に関する不安を

解消し、就労及び就労機会の確保を支援することができる。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

事 業 名 生活困窮者就労準備支援費（生活困窮者自立支援費） 

政策体系  
誰もが健やかにいきいきと暮らせるまちをつくる 

生活保護・生活困窮者自立支援制度の適正実施 

款 03 民生費 項 01 社会福祉費 目 01 社会福祉総務費 

予  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

3,241千円 
（＋3 千円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

2,160千円 0千円 0千円 0千円 0千円 1,081千円 

社

会

福

祉

課 

１ 事業目的 

就労に必要な実践的な知識・技能等が不足しているだけでなく、複合的な課題

があり、生活リズムが崩れていることや就労意欲が低下しているなどの理由によ

り直ちに就労することが困難な者に対し、一般就労に従事する準備としての基礎

能力の形成に向けて支援する。 

 

２ 事業内容 

生活保護受給者や生活困窮者が抱える課題を把握・分析し、支援の目標に沿っ

て、セミナー、ワークショップ、就労体験等を実施し、一般就労に従事できるよ

うに支援する。 

⑴ 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

委託料 生活困窮者就労準備支援業務 3,241千円 

 

３ 事業効果 

就労に向けた準備が整っていない者に対し、基礎能力の形成から一貫して支援

することにより、自立更生につなげ、貧困の脱却に寄与することができる。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

事 業 名 生活困窮世帯学習応援費（生活困窮者自立支援費） 

政策体系  
誰もが健やかにいきいきと暮らせるまちをつくる 

生活保護・生活困窮者自立支援制度の適正実施 

款 03 民生費 項 01 社会福祉費 目 01 社会福祉総務費 

予  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

3,010千円 
（±0 千円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

1,505千円 0千円 0千円 0千円 0千円 1,505千円 

社

会

福

祉

課 

１ 事業目的 

生活困窮世帯の子どもへの学習支援、進学に関する支援、高校進学者の中退防

止に関する支援など、子どもと保護者の双方に必要な支援をすることで、子ども

の明るい未来をサポートし、貧困の連鎖の防止を図る。 

 

２ 事業内容 

生活保護受給世帯等の生活困窮世帯の中学生、高校生などを対象とした学習等

支援を行う。 

⑴ 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

委託料 生活困窮世帯学習等支援業務 3,010千円 

 

３ 事業効果 

健全な育成環境を維持することが困難な生活困窮世帯の子どもに対して円滑な

学習支援を行い、保護者に対して進学に関する支援などを行うことにより、当該

子どもの進学につなげ、貧困の連鎖の防止に寄与することができる。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

事 業 名 社会福祉協議会費 

政策体系  
誰もが健やかにいきいきと暮らせるまちをつくる 

地域福祉の充実 

款 03 民生費 項 01 社会福祉費 目 01 社会福祉総務費 

予  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

67,458千円 
（±0 千円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

767千円 0千円 0千円 0千円 0千円 66,691千円 

社

会

福

祉

課 

１ 事業目的 

地域福祉の推進を図る社会福祉法人清須市社会福祉協議会に対し、補助金を交

付する。 

 

２ 事業内容 

社会福祉法人清須市社会福祉協議会補助金交付要綱の規定により、社会福祉法

人清須市社会福祉協議会へ補助金を交付する。 

⑴ 社会福祉協議会運営費補助金 

ア 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

負担金、補助及

び交付金 

人件費（会長１人、理事等３１人、

正規職員６人分の一部、臨時職員２

人分の一部及び再雇用職員１人分） 

48,570千円 

⑵ 社会福祉協議会事業費補助金 

ア 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

負担金、補助及

び交付金 

福祉活動専門事業 128千円 

地域福祉活動推進事業 14,040千円 

ボランティアセンター活動事業 980千円 

法律相談事業 190千円 

日常生活自立支援事業 3,550千円 

 

３ 事業効果 

補助金を交付することで、少子・高齢社会の進展、家庭機能の変化、障がい者

の自立と社会参加の進展など、市民全体を対象とした福祉活動の支援や生活の安

定を支える役割を果たすことができる。 

 

- 67 -



科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

事 業 名 障害者福祉計画策定費（障害者福祉計画費） 

政策体系  
誰もが健やかにいきいきと暮らせるまちをつくる 

障害者（児）福祉の充実 

款 03 民生費 項 01 社会福祉費 目 02 障害者福祉費 

予  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

6,861千円 

（ 皆 増 ） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

0千円 0千円 0千円 0千円 0千円 6,861千円 

社

会

福

祉

課 

１ 事業目的 

  障害者基本法に基づく障害者施策に関する基本的な事項を定める障害者基本計

画（第４期計画・令和６年度～令和１１年度）、障害者の日常生活及び社会生活を

総合的に支援するための法律に基づく障害福祉サービスなどの提供体制の確保に

ついて定める障害福祉計画（第７期計画・令和６年度～令和８年度）及び児童福

祉法に基づく障がい児支援の提供体制の確保について定める障害児福祉計画（第

３期計画・令和６年度～令和８年度）を策定する。 

 

２ 事業内容 

⑴  障害者基本計画・障害福祉計画・障害児福祉計画策定 

  ア 策定委員会の開催 

策定委員 開催回数 

12人 4回 

イ アンケート調査及びアンケート結果の分析 

身体障害者手帳、療育手帳及び精神障害者保健福祉手帳所持者などを対象

にアンケート調査を実施し、分析する。 

  対象者見込数 ３，２００人 

ウ 障害者基本計画・障害福祉計画・障害児福祉計画の作成 

⑵ 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

報償費 策定委員会委員報償金 478千円 

需用費 
障害者基本計画・障害福祉計画・障

害児福祉計画印刷製本費など 
271千円 

役務費 策定委員会開催通知郵送費など 29千円 

委託料 
障害者基本計画・障害福祉計画・障

害児福祉計画策定業務 
6,083千円 

 

３ 事業効果 

  障がい者の自立及び社会参加の支援のための施策を総合的かつ計画的に推進

し、本市の実情に応じた障害福祉サービスや障がい児支援の提供体制などを確保

するための計画を策定することができる。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

事 業 名 介護給付費（障害者総合支援費） 

政策体系  
誰もが健やかにいきいきと暮らせるまちをつくる 

障害者（児）福祉の充実 

款 03 民生費 項 01 社会福祉費 目 02 障害者福祉費 

予  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

617,180千円 
（＋42,419 千円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

462,856千円 0千円 0千円 0千円 0千円 154,324千円 

社

会

福

祉

課 

１ 事業目的 
地域での自立した暮らしを支援するため、居宅や施設などにおいて介護を要す

る障がい者等に対して必要なサービス等を提供する。 
 
２ 事業内容 
⑴ 居宅介護（ホームヘルプ） 

障がい者等に、居宅において入浴、排せつ、食事などの介護などのサービス
を提供する。 

⑵ 重度訪問介護 
重度の肢体不自由者等で常時介護を必要とする人に、居宅などにおいて入浴、

排せつ、食事などの介護や外出時における移動支援などの総合的なサービスを
提供する。 

⑶ 同行援護 
視覚障がい者等に、外出時における移動に必要な情報の提供や移動の援護な

どのサービスを提供する。 
⑷ 行動援護 

自己判断能力が制限されている障がい者等に、行動する際に生じ得る危険を
回避するために必要な援護や外出時に必要な援助などのサービスを提供する。 

⑸ 療養介護 
医療が必要で、常時介護を必要とする障がい者に、医療機関等において機能

訓練、療養上の管理、看護、介護及び日常生活上のサービスを提供する。 
⑹ 生活介護 

常時介護を必要とする障がい者に、主として昼間、障害者支援施設などにお
いて入浴、排せつ、食事の介護などを行うとともに、創作的活動又は生産活動
のサービスを提供する。 

⑺ 短期入所（ショートステイ） 
居宅において障がい者等の介護を行う人が病気の場合などに、夜間も含めた

短期間、施設において入浴、排せつ、食事の介護などのサービスを提供する。 
⑻ 重度障害者等包括支援 

常時介護が必要な重度の障がい者等で意思疎通が著しく困難な人に、障害福
祉サービスを包括的に提供する。 

⑼ 施設入所支援 
施設に入所する障がい者に、主として夜間、入浴、排せつ、食事の介護など

のサービスを提供する。 
⑽ 高額障害福祉サービス等給付費 

同一世帯の中で障害福祉サービスの利用者が複数いる場合又は同一人が介護
保険サービスを利用している場合などで、世帯における利用者負担額が基準額
を超える場合に、高額障害福祉サービス等給付費を支給する。 
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社

会

福

祉

課 

⑾ 特定障害者特別給付費（補足給付費） 
施設に入所している低所得の障がい者に、実費負担の軽減を図るため、特定

障害者特別給付費（補足給付費）を支給する。 
⑿ 地域移行支援・地域定着支援 

障害者支援施設等へ入所又は精神科病院に入院している障がい者等で、地域
における生活に移行するために重点的な支援が必要な人に、住居の確保その他
の地域生活へ移行するための支援や居宅において単身で生活している障がい者
等に、常時の連絡体制を確保し、緊急時には必要な支援を提供する。 

⒀ 計画相談支援 
サービス利用計画の作成等を行った場合に、サービス等利用計画作成費を支

給する。 
⒁ 重症心身障害児・者短期入所利用支援事業費補助金 

重度の知的障がい及び重度の肢体不自由が重複している障がい者（児）を受
け入れる短期入所事業所に対し、短期入所事業運営の安定化及びその参入促進
を図るため、重症心身障害児・者短期入所利用支援事業費補助金を交付する。 

⒂ 地域移行支度経費支援事業補助金 
障害者支援施設等に入所又は精神科病院に入院している障がい者等が地域生

活に移行するに当たって地域生活で新たに必要となる物品を購入する場合に、
地域移行支度経費支援事業補助金を交付する。 

⒃ 利用者数等（見込み）及び事業費 

区 分 利用者数 件数等 事業費 

居宅介護（ホームヘルプ） 166人 1,992件 172,529千円 

重度訪問介護 3人 36件 20,344千円 

同行援護 3人 36件 1,410千円 

行動援護 8人 96件 5,079千円 

療養介護 10人 120件 32,860千円 

生活介護 117人 1,404件 278,411千円 

短期入所（ショートステイ） 45人 540件 30,446千円 

重度障害者等包括支援 1人 12件 112千円 

施設入所支援 30人 360件 52,983千円 

高額障害福祉サービス等給
付費 

25人 25件 733千円 

特定障害者特別給付費（補足
給付費） 

30人 360件 2,797千円 

地域移行支援・地域定着支援 2人 24件 590千円 

計画相談支援 401人 1,212件 18,832千円 

重症心身障害児・者短期入所
利用支援事業費補助金 

1人 1施設 24千円 

地域移行支度経費支援事業
補助金 

1人 1施設 30千円 

⒄ 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

負担金、補助及び

交付金 

重症心身障害児・者短期入所利用支

援事業費補助金等 
54千円 

扶助費 介護給付費 617,126千円 
 
３ 事業効果 

効果的かつ効率的に障害福祉サービスを提供し、障がい者等の自立を支援する
ことにより、障がい者等の地域生活の向上を図ることができる。 

 

- 70 -



科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

事 業 名 訓練等給付費（障害者総合支援費） 

政策体系  
誰もが健やかにいきいきと暮らせるまちをつくる 

障害者（児）福祉の充実 

款 03 民生費 項 01 社会福祉費 目 02 障害者福祉費 

予  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

752,831千円 
（＋165,997 千円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

563,968千円 0千円 0千円 0千円 0千円 188,863千円 

社

会

福

祉

課 

１ 事業目的 

地域生活を営む上で、生活能力の維持・向上などの必要がある障がい者や身体

機能の維持、回復などの必要がある障がい者に対し、地域での自立した暮らしを

支援するために必要なサービスを提供する。 

 

２ 事業内容 

⑴ 自立訓練 

障がい者に、自立した日常生活又は社会生活ができるよう、一定期間、身体

機能又は生活能力の向上のために必要なサービスを提供する。 

⑵ 就労移行支援 

一般企業等への就労を希望する障がい者に、一定期間、就労に必要な知識及

び能力の向上のために必要なサービスを提供する。 

⑶ 就労継続支援 

一般企業等での就労が困難な障がい者に、働く場を提供するとともに、知識

及び能力の向上のために必要なサービスを提供する。 

⑷ 就労定着支援 

就労移行支援等の利用を経て一般就労へ移行した障がい者で、就労に伴う環

境変化により生活面の課題が生じている人に、一定期間、課題解決に向けて必

要なサービスを提供する。 

⑸ 宿泊型自立訓練 

一般就労や障害福祉サービスを利用している障がい者に、日中、地域移行に

向けて一定期間、居住の場を提供するとともに、帰宅後における生活能力等の

維持・向上のために必要なサービスを提供する。 

⑹ 共同生活援助（グループホーム） 

障がい者に、主として夜間、共同生活を行う住居において入浴、排せつ、食

事の介護などのサービスを提供する。 

⑺ 特定障害者特別給付費（補足給付費） 

共同生活援助を利用している低所得の障がい者に、実費負担の軽減を図るた

め、特定障害者特別給付費（補足給付費）を支給する。 

⑻ 共同生活援助支援事業費補助金 

共同生活援助を実施する事業所に対して、共同生活援助事業の安定化及びそ

の参入促進を図るため、共同生活援助支援事業費補助金を交付する。 
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社

会

福

祉

課 

⑼ 利用者数等（見込み）及び事業費 

区 分 利用者数 件数等 事業費 

自立訓練 10人 120件 9,233千円 

就労移行支援 24人 288件 46,307千円 

就労継続支援 223人 2,676件 419,177千円 

就労定着支援 2人 24件 791千円 

宿泊型自立訓練 1人 12件 5,400千円 

共同生活援助（グループホー

ム） 
92人 1,104件 259,198千円 

特定障害者特別給付費（補足

給付費） 
92人 1,104件 10,105千円 

共同生活援助支援事業費補

助金 
13人 12施設 2,620千円 

⑽ 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

負担金、補助及び

交付金 
共同生活援助支援事業費補助金 2,620千円 

扶助費 訓練等給付費 750,211千円 

 

３ 事業効果 

効果的かつ効率的に障害福祉サービスを提供し、障がい者等の自立を支援する

ことにより、障がい者等の地域生活の向上を図ることができる。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

事 業 名 自立支援医療費支給費（障害者総合支援費） 

政策体系  
誰もが健やかにいきいきと暮らせるまちをつくる 

障害者（児）福祉の充実 

款 03 民生費 項 01 社会福祉費 目 02 障害者福祉費 

予  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

190,740千円 
（△12,456 千円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

143,055千円 0千円 0千円 0千円 0千円 47,685千円 

社

会

福

祉

課 

１ 事業目的 

  身体障がい者（児）の障がいを軽減し、自立した日常生活又は社会経済活動へ 

の参加を促進するため、必要な医療費を支給する。 

 

２ 事業内容 

⑴  更生医療 

身体障害者手帳の交付を受けた者で、その障がいを除去・軽減する手術など

の治療により確実に効果が期待できる者（１８歳以上）に、医療費を支給する。 

⑵  育成医療 

身体に障がいのある児童で、その障がいを除去・軽減する手術などの治療に

より確実に効果が期待できる児童（１８歳未満）に、医療費を支給する。 

⑶  療養介護医療 

医療と常時介護を必要とする人に、医療機関において行われる機能訓練、療

養上の管理、看護、介護及び日常生活のサービスのうち、医療に係るものを支

給する。 

⑷ 支給者数（見込み）及び事業費 

区 分 支給者数 事業費 

更生医療 182人 181,416千円 

 肢体不自由 1人 210千円 

 心臓 1人 43千円 

 腎臓機能障害 169人 177,769千円 

 免疫機能障害 11人 3,394千円 

育成医療 13人 810千円 

療養介護医療 11人 8,514千円 

⑸ 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

扶助費 自立支援医療費支給費 190,740千円 

 

３ 事業効果 

  医療費の一部又は全部を公費で負担することにより、安定的かつ効果的な医療

を提供することができる。 

 

- 73 -



科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

事 業 名 補装具費支給費（障害者総合支援費） 

政策体系  
誰もが健やかにいきいきと暮らせるまちをつくる 

障害者（児）福祉の充実 

款 03 民生費 項 01 社会福祉費 目 02 障害者福祉費 

予  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

13,679千円 
（＋413 千円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

10,259千円 0千円 0千円 0千円 0千円 3,420千円 

社

会

福

祉

課 

１ 事業目的 

身体障がい者等が日常生活を送る上で、移動等の確保や就労場面等において能

率の向上を図るため、身体の欠損又は損なわれた身体機能を補完・代替する補装

具の購入等に必要な費用を支給する。 

 

２ 事業内容 

身体障がい者等からの申請に基づき、補装具の購入等が必要と認めた場合に、

その費用を支給する。 

⑴ 件数（見込み）及び事業費 

区 分 件 数 事業費 

義肢 4件 1,152千円 

装具 19件 1,675千円 

座位保持装置 13件 3,809千円 

眼鏡 1件 33千円 

補聴器 19件 1,090千円 

車いす 21件 3,293千円 

電動車いす 8件 1,728千円 

座位保持いす 3件 234千円 

歩行器 2件 202千円 

歩行補助つえ 3件 23千円 

起立保持具 2件 440千円 

⑵ 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

扶助費 補装具費支給費 13,679千円 

 

３ 事業効果 

補装具費を支給することにより、身体障がい者等が日常生活を送る上で必要な

移動等の確保や就労場面等における能率の向上を図ることができる。 

また、身体障がい児が将来、社会人として独立自活するための素地を育成、助

長することができる。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

事 業 名 地域生活支援拠点等費（障害者総合支援費） 

政策体系  
誰もが健やかにいきいきと暮らせるまちをつくる 

障害者（児）福祉の充実 

款 03 民生費 項 01 社会福祉費 目 02 障害者福祉費 

予  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

6,762千円 

（ 皆 増 ） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

5,071千円 0千円 0千円 0千円 0千円 1,691千円 

社

会

福

祉

課 

１ 事業目的 

  障害福祉サービス等及び障害児通所支援等の円滑な実施を確保するための基本

的な指針に基づき、障がい者の重度化・高齢化や親亡き後を見据え、居住支援の

ための機能の整備を行う。 

 

２ 事業内容 

  尾張中部福祉圏域（清須市・北名古屋市及び豊山町）において、障がい者等又

は障がい者等の介護を行う者や事業所からの相談や緊急時の居住支援を広域的に

実施する。 

  また、コーディネーターの配置により、緊急時を緊急としないよう、関係機関

との連携体制を確立する。 

 ⑴ 主な業務内容 

  ア 相談 

  イ 緊急時の受入れ・対応 

  ウ 体験の機会・場の提供 

  エ 専門的人材の確保・養成 

  オ 地域の体制づくり 

 ⑵ 負担割合 ４０．４１％ 

（均等割、人口割、基準財政需要額割及び障害者数割で按分） 

 ⑶ 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

委託料 地域生活支援拠点等業務 6,762千円 

 

３ 事業効果 

  障がい者が自立した日常生活又は社会生活を営むことができる。 

  居住支援のための機能を２市１町の圏域で整備することにより、各市町のみで

は対応しきれないケースに対応することができる。 

 

 

 

- 75 -



科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

事 業 名 地域生活支援給付費（障害者総合支援費） 

政策体系  
誰もが健やかにいきいきと暮らせるまちをつくる 

障害者（児）福祉の充実 

款 03 民生費 項 01 社会福祉費 目 02 障害者福祉費 

予  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

115,367千円 
（△1,383 千円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

60,916千円 0千円 0千円 0千円 0千円 54,451千円 

社

会

福

祉

課 

１ 事業目的 

障がい者等が自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよう、地域の

特性や利用者の状況に応じ、柔軟な形態により地域生活支援事業を効果的かつ効

率的に実施する。 

 

２ 事業内容 

⑴  成年後見制度利用支援 

成年後見制度の利用が有用であると認められる知的障がい者又は精神障がい

者に、障がい者の権利擁護を図るための成年後見制度の利用を支援する。 

⑵ 意思疎通支援 

聴覚、言語機能、音声機能、その他の障がいにより意思疎通を図ることに支

障がある障がい者等に手話通訳者等を派遣する。 

⑶ 日常生活用具給付等 

障がい者等に、日常生活の便宜を図るため、自立生活支援用具等の日常生活

用具を給付又は貸与する。 

⑷ 移動支援 

屋外での移動が困難な障がい者等に、地域における自立生活及び社会参加を

促進するため、社会生活上必要不可欠な外出や余暇活動などのための外出の際

の移動を支援する。 

⑸ 住宅改修 

在宅の障がい者等で日常生活を営むのに著しく支障のある住宅に居住する人

に、住環境を改善するため、居宅生活動作補助用具の購入費及び改修工事費を

補助する。 

⑹ 地域活動支援センター 

地域において雇用・就労が困難な在宅の障がい者等に、障がい者等の地域生

活支援の促進を図るため、地域活動支援センターにおいて創作的活動や生産活

動の機会などを提供する。 

⑺ 訪問入浴サービス 

在宅で常時臥床し、自宅で入浴することが困難な６５歳未満の身体障がい者

に、身体の清潔の保持及び心身機能の維持などを図るため、居宅への訪問によ

る入浴サービスを提供する。 

⑻ 更生訓練費給付 

就労移行支援事業又は自立訓練事業を利用している障がい者等で更生訓練を

受けている人に、社会復帰の促進を図るため、更生訓練費を支給する。 

 

- 76 -



社

会

福

祉

課 

⑼ 日中一時支援 

障がい者等の家族の就労支援及び障がい者等を日常的に介護している家族の

一時的な休息のために、障がい者等の日中における活動の場の確保や、必要な

サービスを提供する。 

⑽ 生活サポート 

介護給付の支給を受けることができない（緊急・区分認定でない）障がい者

等に、地域での自立した生活の推進を図るため、日常生活に関する必要な支援

を行う。 

⑾ 自動車運転免許取得・改造助成 

一定の要件を満たす障がい者等で、就労等による社会活動に参加するために

免許を取得しようとする人に、自動車運転免許の取得に要する費用の一部を助

成する。また、自動車の改造等が必要な人に、改造等に要する費用の全部又は

一部を助成する。 

⑿ 福祉ホーム 

居宅において生活することが困難な障がい者で現に住居を求めている人に、

低額な料金で、居室その他の設備を利用させるとともに、地域生活を支援する

ための日常生活に必要な便宜を供与する。 

⒀ 高額地域生活支援給付費 

障害福祉サービス（介護給付費及び訓練等給付費）と地域生活支援サービス

を併給している障がい者等で自己負担額が高額の人に対して、負担軽減のため、

双方の自己負担額の合算から自己負担上限額を引いた高額地域生活支援給付費

を支給する。 

⒁ 利用者数等（見込み）及び事業費 

区 分 利用者数 件数等 事業費 

成年後見制度利用支援 1人 1件 245千円 

意思疎通支援 21人 219件 858千円 

日常生活用具給付等 147人 1,425件 15,784千円 

移動支援 51人 4,165時間 12,321千円 

住宅改修 5人 5件 1,500千円 

地域活動支援センター 49人 588件 31,696千円 

訪問入浴サービス 3人 144回 1,305千円 

更生訓練費給付 9人 106件 567千円 

日中一時支援 175人 2,100件 49,209千円 

生活サポート 1人 12件 24千円 

自動車運転免許取得・改造助成 6人 6件 600千円 

福祉ホーム 1人 1件 30千円 

高額地域生活支援給付費 81人 81件 1,228千円 

⒂ 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

扶助費 地域生活支援給付費 115,367千円 

 

３ 事業効果 

地域の特性や利用者の状況に応じ、効果的かつ効率的な障害福祉サービスを提

供することにより、障がい者等の自立した日常生活や社会生活を支援することが

できる。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

事 業 名 基幹相談支援センター費（障害者総合支援費） 

政策体系  
誰もが健やかにいきいきと暮らせるまちをつくる 

障害者（児）福祉の充実 

款 03 民生費 項 01 社会福祉費 目 02 障害者福祉費 

予  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

27,664千円 
（±0 千円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

20,748千円 0千円 0千円 0千円 0千円 6,916千円 

社

会

福

祉

課 

１ 事業目的 

障がい者等が自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよう、地域に

おける相談支援の中核的な役割を担う機関として、障がい者等からの相談等の業

務を総合的に行う。 

 

２ 事業内容 

地域における相談支援の中核的な役割を担う機関として必要となる人員（相談

支援専門員、社会福祉士等）の配置により、総合的・専門的な相談支援や地域の

相談支援体制強化の取組みなどを適正かつ円滑に実施する。 

⑴ 主な業務内容  

ア 総合的・専門的な相談支援 

イ 地域の相談支援体制強化の取組み 

ウ 地域移行・地域定着促進の取組み 

エ 権利擁護・虐待の防止 

オ その他制度利用時の申請代行 

カ 障害支援区分認定調査 

⑵ 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

委託料 基幹相談支援センター業務 27,664千円 

 

３ 事業効果 

清須市社会福祉協議会に委託することで、障がい者等又は障がい者等の介護を

行う者などからの相談に応じ、必要な情報の提供や権利擁護のために必要な援助

などを行うことができ、また、障がい者等の自立した日常生活や社会生活を支援

することができる。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

事 業 名 手話奉仕員養成費（障害者総合支援費） 

政策体系  
誰もが健やかにいきいきと暮らせるまちをつくる 

障害者（児）福祉の充実 

款 03 民生費 項 01 社会福祉費 目 02 障害者福祉費 

予  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

352千円 
（±0 千円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

264千円 0千円 0千円 0千円 0千円 88千円 

社

会

福

祉

課 

１ 事業目的 

意思疎通を図ることに支障がある障がい者等が自立した日常生活又は社会生活

を営むことができるようにするため、手話で日常会話を行うのに必要な手話語彙

及び手話表現技術を習得した手話奉仕員を養成する。 

 

２ 事業内容 

清須市、北名古屋市及び豊山町で、手話奉仕員養成のための入門・基礎・レベ

ルアップ課程を順に開催する。 

⑴ 内容 

入門課程 ２０回 

⑵ 対象者 

１８歳以上の清須市、北名古屋市及び豊山町の在住・在勤・在学者 

⑶ 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

委託料 手話奉仕員養成講座開催業務 352千円 

 

３ 事業効果 

手話奉仕員を養成することにより、障がい者等と健常者とのコミュニケーショ

ンを促進し、障がい者等の地域生活の向上、自立を支援することができる。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

事 業 名 障害者福祉金支給費（障害者手当費） 

政 策 体 系 
誰もが健やかにいきいきと暮らせるまちをつくる 

障害者（児）福祉の充実 

款 03 民生費 項 01 社会福祉費 目 02 障害者福祉費 

予  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

207,185千円 
（＋10,951 千円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

0千円 0千円 0千円 0千円 0千円 207,185千円 

社

会

福

祉

課 

１ 事業目的 

  生活の質の向上と精神的、経済的な自立を目指すため、身体、知的又は精神の 

障がい者等に対し、手当を支給する。 
 
２ 事業内容 
⑴ 身体障害者手帳の交付を受けた者 

区 分 支給額（月額） 支給者見込数 事業費 

１級 8,100円 607人 59,001千円 

２級 6,100円 241人 17,641千円 

３級 5,000円 371人 22,260千円 

４級 2,100円 397人 10,004千円 

５級 1,800円 69人 1,490千円 

６級 1,600円 93人 1,786千円 

合 計 1,778人 112,182千円 

⑵ 療育手帳の交付を受けた者 

区 分 支給額（月額） 支給者見込数 事業費 

Ａ判定 8,100円 148人 14,386千円 

Ｂ判定 6,400円 128人 9,830千円 

Ｃ判定 3,000円 94人 3,384千円 

合 計 370人 27,600千円 

⑶ 精神障害者保健福祉手帳の交付を受けた者 

区 分 支給額（月額） 支給者見込数 事業費 

１級 8,100円 119人 11,567千円 

２級 6,400円 540人 41,472千円 

３級 3,000円 207人 7,452千円 

合 計 866人 60,491千円 

⑷ 自閉症状群と診断された者 

支給額（月額） 支給者見込数 事業費 

6,000円 96人 6,912千円 

⑸ 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

扶助費 障害者福祉金支給費 207,185千円 
 
３ 事業効果 

  身体、知的又は精神の障がい者等に障害者福祉金を支給することにより、生活

の質の向上と精神的、経済的な自立に寄与することができる。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

事 業 名 特別障害者手当等支給費（障害者手当費） 

政策体系  
誰もが健やかにいきいきと暮らせるまちをつくる 

障害者（児）福祉の充実 

款 03 民生費 項 01 社会福祉費 目 02 障害者福祉費 

予  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

28,037千円 
（＋1,552 千円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

21,839千円 0千円 0千円 0千円 0千円 6,198千円 

社

会

福

祉

課 

１ 事業目的 

障がいがあることによる精神的、物質的な特別の負担の軽減の一助となるよう、

在宅で常時介護を必要とする重度の障がい者等に対し、手当を支給する。 

 

２ 事業内容 

⑴ 特別障害者手当 

２０歳以上で、身体又は精神に著しく重度の障がいがあるため、日常生活に

おいて常時特別の介護を必要とする在宅の者に手当を支給する。 

区 分 支給額（月額） 支給者見込数 事業費 

Ａ種 34,150円 17人 6,967千円 

Ｂ種 28,350円 34人 11,567千円 

Ｃ種 27,300円 4人 1,310千円 

合 計 55人 19,844千円 

⑵ 障害児福祉手当 

２０歳未満で、身体又は精神に重度の障がいがあるため、日常生活において

常時介護を必要とする在宅の児童に手当を支給する。 

区 分 支給額（月額） 支給者見込数 事業費 

Ａ種 21,750円 13人 3,393千円 

Ｂ種 16,000円 24人 4,608千円 

合 計 37人 8,001千円 

⑶ 経過的福祉手当 

２０歳以上で、従来の福祉手当受給者のうち特別障害者手当、障害基礎年金

のいずれも受給していない在宅の者に手当を支給する。 

区 分 支給額（月額） 支給者見込数 事業費 

Ｂ種 16,000円 1人 192千円 

⑷ 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

扶助費 特別障害者手当等支給費 28,037千円 

 

３ 事業効果 

  在宅で常時介護を必要とする重度の障がい者等に特別障害者手当等を支給する

ことにより、精神的、物質的な特別の負担を軽減し、障がい者等の生活支援を推

進することができる。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

事 業 名 障害者助成費 

政策体系  
誰もが健やかにいきいきと暮らせるまちをつくる 

障害者（児）福祉の充実 

款 03 民生費 項 01 社会福祉費 目 02 障害者福祉費 

予  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

36,259千円 
（＋2,164 千円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

1,169千円 0千円 0千円 0千円 0千円 35,090千円 

社

会

福

祉

課 

１ 事業目的 

電車、バスなどの公共交通機関を利用することが困難な心身障がい者等の生活

の利便を助長し、経済的負担の軽減を図るため、タクシーや自家用車を利用する

場合の費用（心身障害者等タクシー料金助成金又は心身障害者等自動車ガソリン

費用助成金の選択制）を助成する。 

また、障害認定基準に達しない軽度・中等度難聴児の言語の習得や教育などに

おける健全な発育を支援するため、補聴器の購入等に必要な費用や在宅の小児慢

性特定疾病児童等の日常生活の便宜を図るため、特殊寝台等の日常生活用具の購

入に必要な費用を助成する。 

 

２ 事業内容 

⑴ 心身障害者等タクシー料金助成金 

心身障がい者等がタクシーを利用した場合のタクシー料金を助成する。 

ア 助成額 

利用券１枚につき６５０円（利用料金が６５０円未満の場合はその額とし、 

年間１２０枚まで） 

イ 利用券交付者数（見込み） 

区 分 交付者数 

身体障害者手帳 

１級 162人 

２級 74人 

３級 137人 

療育手帳 
Ａ判定 15人 

Ｂ判定 20人 

精神障害者保健福祉手帳 
１級 19人 

２級 135人 

合 計 562人 
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社

会

福

祉

課 

⑵ 心身障害者等自動車ガソリン費用助成金 
心身障がい者等がガソリン等を購入した際の費用を助成する。 

ア 助成額 
ガソリン等購入費用の５割（１月につき４０ℓまで） 

イ 助成金請求者数（見込み） 

区 分 請求者数 

自己運転 身体障害者手帳 ３級 67人 

自己運転又は家
族運転 

身体障害者手帳 
１級 232人 

２級 87人 

療育手帳 
Ａ判定 66人 

Ｂ判定 56人 

精神障害者保健
福祉手帳 

１級 33人 

２級 180人 

合 計 721人 

⑶ 軽度・中等度難聴児補聴器購入費等助成金 
軽度・中等度難聴児が補聴器を購入等する際の費用を助成する。 

ア 助成額 
基準額又は購入・修理費の２／３ 

イ 件数（見込み）及び事業費 

区 分 件 数 事業費 

購入 1件 37千円 

修理 5件 30千円 

⑷ 小児慢性特定疾病児童等日常生活用具給付費 
在宅の小児慢性特定疾病児童等が日常生活用具を購入する際の費用を助成す

る。 
ア 助成額 

日常生活用具補助基準額と世帯の所得に応じた自己負担額との差額 
イ 件数（見込み）及び事業費 

区 分 件数 事業費 

特殊寝台 1件 170千円 

電気式たん吸引器 1件 62千円 

ネブライザー 1件 40千円 

⑸ 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

扶助費 

心身障害者等タクシー料金助成金 11,266千円 

心身障害者等自動車ガソリン費用助
成金 

24,483千円 

軽度・中等度難聴児補聴器購入費等
助成金 

67千円 

小児慢性特定疾病児童等日常生活用
具給付費 

272千円 

 
３ 事業効果 

公共交通機関を利用することが困難な心身障がい者等にタクシー料金やガソリ
ン等購入費用を助成することにより、生活の利便性の向上及び外出支援を図るこ
とができる。 
また、軽度・中等度難聴児に補聴器の購入費等を助成することにより、言語の

習得・発達やコミュニケーション能力の向上並びに小児慢性特定疾病児童等に日
常生活用具の購入費を助成することにより、日常生活の便宜を図ることができる。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

事 業 名 心身障害者施設運営費等負担金（障害者施設費） 

政策体系  
誰もが健やかにいきいきと暮らせるまちをつくる 

障害者（児）福祉の充実 

款 03 民生費 項 01 社会福祉費 目 02 障害者福祉費 

予  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

32,811千円 
（＋32 千円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

0千円 0千円 0千円 0千円 0千円 32,811千円 

社

会

福

祉

課 

１ 事業目的 

社会福祉法人西春日井福祉会に対し、障がい者の自立を支援する役割を担う心

身障害者施設尾張中部福祉の杜の運営費等の負担金を支出する。 

 

２ 事業内容 

心身障害者施設尾張中部福祉の杜の運営費及び施設整備費借入償還金につい

て、清須市、北名古屋市及び豊山町で負担する。 

⑴ 運営費（均等割、人口割、基準財政需要額割及び施設利用割で按分） 

負担割合 ３５．６６％ 

⑵ 建設費借入償還金（均等割、人口割、基準財政需要額割及び障害者割で按分） 

ア 負担割合 ４６．００％ 

イ 償還内容 

区 分 内 容 

施設整備費借入償還金 

（独立行政法人福祉医療機構） 

借入元金 １６８，８００千円 

利  率 年１．７％ 

償還期間 ２０年 

償還期限 令和７年度 

⑶ 清須市からの入所者見込数 

１０人 

⑷ 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

負担金、補助及び

交付金 

尾張中部福祉の杜運営費応分負担金 30,664千円 

施設整備費借入償還金応分負担金 2,147千円 

 

３ 事業効果 

２市１町で障がい者の自立を支援する役割を担う心身障害者施設の運営費等を

負担することにより、障がい者の地域生活の向上、自立を支援することができる。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

事 業 名 障害者共同生活援助施設整備費等負担金（障害者施設費） 

政策体系  
誰もが健やかにいきいきと暮らせるまちをつくる 

障害者（児）福祉の充実 

款 03 民生費 項 01 社会福祉費 目 02 障害者福祉費 

予  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

10,969千円 
（＋28 千円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

0千円 0千円 0千円 0千円 0千円 10,969千円 

社

会

福

祉

課 

１ 事業目的 

社会福祉法人西春日井福祉会に対し、障がい者の生活拠点となる障害者日中サ

ービス支援型グループホームこだちの整備費等の負担金を支出する。 

 

２ 事業内容 

  障害者日中サービス支援型グループホームこだちの建設費借入償還金等につい

て、清須市、北名古屋市及び豊山町で負担する。 

⑴ 整備費等借入償還金（均等割、人口割、基準財政需要額割及び障害者数割で按

分） 

ア 負担割合 ３９．５５％ 

イ 償還内容 

区 分 内 容 

用地取得費借入償還金 

（愛知銀行師勝支店） 

借入元金 ７２，４４０千円 

利  率 年０．１８％ 

償還期間 １０年 

償還期限 令和１１年度 

建設費借入償還金 

（西春日井農業協同組合） 

借入元金 １４０，０００千円 

利  率 年０．２％ 

償還期間 １０年 

償還期限 令和１２年度 

⑵ 緊急利用時等居室確保負担金（均等割、人口割、基準財政需要額割及び障害

者数割で按分） 

負担割合 ４０．４１％ 

⑶ 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

負担金、補助及び

交付金 

用地取得費借入償還金応分負担金 2,894千円 

建設費借入償還金応分負担金 5,598千円 

緊急利用時等居室確保応分負担金 2,477千円 

 

３ 事業効果 

障がい者の生活拠点となる共同生活援助施設の整備費等を負担することによ

り、障がい者の地域生活の向上、自立を支援することができる。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

事 業 名 障害児通所給付費（障害児通所支援費） 

政策体系  
誰もが健やかにいきいきと暮らせるまちをつくる 

障害者（児）福祉の充実 

款 03 民生費 項 01 社会福祉費 目 02 障害者福祉費 

予  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

451,513千円 
（＋64,345 千円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

338,634千円 0千円 0千円 0千円 0千円 112,879千円 

社

会

福

祉

課 

１ 事業目的 

障がい児等の自立を促進し、福祉の向上を図るため、障がいの種別等にかかわ

らず、身近な地域で支援を必要とする障がい児等に対し、必要なサービス等を提

供する。 

 

２ 事業内容 

⑴ 児童発達支援 

児童発達支援事業所などに通所する障がい児等に、日常生活における基本的

な動作の指導、知識技能の付与、集団生活への適応訓練その他必要なサービス

を提供する。 

⑵ 医療型児童発達支援 

肢体不自由があり、理学療法等の機能訓練又は医療的管理下での支援が必要

と認められた障がい児等に、児童発達に必要なサービス及び医療を提供する。 

⑶ 放課後等デイサービス 

就学しており、授業の終了後又は休業日に支援が必要と認められた障がい児

等に、生活能力向上のために必要な訓練、社会との交流の促進及びその他必要

なサービスを提供する。 

⑷ 居宅訪問型児童発達支援 

外出することが著しく困難な重度の障がい児等に、障がい児等の居宅を訪問

し、日常生活における基本的な動作の指導、知識技能の付与、生活能力の向上

のために必要な訓練及びその他必要なサービスを提供する。 

⑸ 保育所等訪問支援 

保育所等を利用中又は今後利用する予定の障がい児等に、保育所等における

集団生活への適応のための専門的な支援及びその他必要なサービスを提供す

る。 

⑹ 高額障害児給付費 

同一世帯の中で複数の福祉サービスを利用した場合などにおいて、世帯にお

ける利用者負担額が基準額を超える場合に、高額障害児給付費を支給する。 

⑺ 利用計画作成費 

障がい児等のニーズやその他の事情を勘案し、利用する障害児通所支援の種

類及び内容などを定めた計画の作成に要する利用計画作成費を支給する。 
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社

会

福

祉

課 

⑻ 利用者数等（見込み）及び事業費 

区 分 利用者数 件 数 事業費 

児童発達支援 83人 1,332件 155,430千円 

医療型児童発達支援 2人 24件 516千円 

放課後等デイサービス 191人 3,780件 282,514千円 

居宅訪問型児童発達支援 1人 12件 816千円 

保育所等訪問支援 1人 12件 351千円 

高額障害児給付費 19人 19件 254千円 

利用計画作成費 201人 648件 11,632千円 

⑼ 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

扶助費 障害児通所給付費 451,513千円 

 

３ 事業効果 

障がい児等に適切な障害児通所支援サービスを提供することにより、障がい児

等の自立促進と日常生活での適応能力の向上を図ることができる。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

事 業 名 成年後見支援センター運営費（高齢者福祉費） 

政策体系  
誰もが健やかにいきいきと暮らせるまちをつくる 

高齢者福祉の充実 
障害者（児）福祉の充実 

款 03 民生費 項 01 社会福祉費 目 03 高齢者福祉費 

予  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

10,194千円 

（ 皆 増 ） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

0千円 0千円 0千円 0千円 0千円 10,194千円 

高

齢

福

祉

課 

１ 事業目的 

認知症・知的障がい・精神障がいなどにより判断能力が十分でない人に対し、

成年後見制度の利用を促進し、権利擁護の充実を図る。 

 

２ 事業内容 

  権利擁護支援の地域連携ネットワークの中核となる機関として、清洲総合福祉

センター内に成年後見支援センターを設置し、成年後見制度の利用促進を図る。 

⑴ 主な業務内容 

ア 広報・啓発 

  パンフレットの作成、出前講座、講習会の開催 

イ 相談 

  専門職による相談会、センター窓口・電話・訪問での相談 

ウ 成年後見制度利用促進 

  成年後見人受任者調整支援、家庭裁判所との連携、日常生活自立支援事業 

 等の関連制度からのスムーズな移行 

エ 後見人支援・不正防止効果  

  親族後見人への支援、見守り体制の強化による不正防止への取組み 

 ⑵ 運営協議会の開催 

   センターの運営及び体制に関すること、清須市成年後見制度利用促進基本計

画に基づき、成年後見制度に関する関係機関との連携、調整等について協議す

る。 

⑶ 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

報償費 運営協議会委員謝礼 213千円 

需用費 運営協議会に係る飲料代 3千円 

委託料 成年後見支援センター業務 9,978千円 

 

３ 事業効果 

成年後見制度の利用促進に向けて体制整備を図ることで、認知症・知的障がい・

精神障がいなどにより判断能力が十分でない人の権利を尊重し、擁護することが

できるとともに、尊厳のある本人らしい生活を継続し、地域社会に参加すること

ができる。 

 

- 88 -



科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

事 業 名 老人保護措置費（高齢者施設福祉費） 

政策体系  
誰もが健やかにいきいきと暮らせるまちをつくる 

高齢者福祉の充実 

款 03 民生費 項 01 社会福祉費 目 03 高齢者福祉費 

予  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

13,045千円 
（△2,054 千円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

0千円 0千円 2,082千円 0千円 0千円 10,963千円 

高

齢

福

祉

課 

１ 事業目的 

６５歳以上の身体上、環境上及び経済的理由により居宅での生活が困難な高齢

者を養護老人ホームに入所措置することにより、生活の安定を図る。 

 

２ 事業内容 

 ⑴ 施設運営事務費・生活費 

施設に対し、施設運営事務費及び生活費を扶助する。 

区 分 入所者数（見込み） 

高齢者福祉施設新和楽荘（一宮市） 6人 

⑵ 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

扶助費 施設運営事務費及び生活費 13,045千円 

 

３ 事業効果 

居宅での生活が困難な者が、施設での健康で安定した生活を営むことや施設運

営の円滑化に寄与することができる。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

事 業 名 特別養護老人ホーム建設費助成費（高齢者施設福祉費） 

政策体系  
誰もが健やかにいきいきと暮らせるまちをつくる 

高齢者福祉の充実 

款 03 民生費 項 01 社会福祉費 目 03 高齢者福祉費 

予  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

54,820千円 
（△42 千円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

0千円 0千円 0千円 0千円 20,000千円 34,820千円 

高

齢

福

祉

課 

１ 事業目的 

  社会福祉法人西春日井福祉会が運営する特別養護老人ホーム五条の里の一部敷

地の借上料並びに特別養護老人ホームかもだの里の用地取得費及び建設費の償還

金を構成市町（清須市、北名古屋市及び豊山町）の人口割合などで負担する。 

 

２ 事業内容 

 ⑴ 特別養護老人ホーム五条の里 

  ア 借地料負担割合 

３９．７５％（前年４月１日現在人口で按分） 

  イ 借地料内容 

区 分 内 容 

借地面積 1,998㎡ 

借地単価（１月あたり） 190円／㎡ 

 ⑵ 特別養護老人ホームかもだの里 

ア 借入償還金負担割合 

    ３９．１０％（令和元年１０月１日時点で按分） 

イ 用地取得費借入金償還内容 

区 分 内 容 

借入金額 171,247千円 

償還期間 10年 

償還期限 令和 11年度末 

ウ 建設費借入金償還内容 

区 分 内 容 

借入金額 538,270千円 

償還期間 15年 

償還期限 令和 17年度末 
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高

齢

福

祉

課 

⑶ 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

負担金、補助及び

交付金 

特別養護老人ホ

ーム五条の里 

借地料（リハビリ

庭園・駐車場）応

分負担額 

1,811千円 

特別養護老人ホ

ームかもだの里 

用地費借入金償

還金応分負担額 
17,124千円 

建設費借入金償

還金応分負担額 
35,885千円 

 
３ 事業効果 

建設費や用地費などを２市１町が負担することにより、社会福祉法人西春日井

福祉会の施設の健全運営に寄与することができ、施設入所の必要な市民のニーズ

に応えることができる。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

事 業 名 在宅高齢者生活支援費（高齢者在宅福祉費） 

政策体系  
誰もが健やかにいきいきと暮らせるまちをつくる 

高齢者福祉の充実 

款 03 民生費 項 01 社会福祉費 目 03 高齢者福祉費 

予  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

371千円 
（△64 千円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

0千円 0千円 0千円 0千円 6千円 365千円 

高

齢

福

祉

課 

１ 事業目的 
在宅高齢者（おおむね６５歳以上）の福祉の向上のため、各種生活支援事業を

実施する。 
 

２ 事業内容 
 ⑴ 在宅老人ショートステイ事業 

介護保険の非該当者で急な理由等により家族で介護できない高齢者が、一時
的に特別養護老人ホームに入所する。 

利用者数（見込み） 利用日数（見込み） 
2人 10日 

 ⑵ 寝具洗濯乾燥事業 
在宅ねたきり高齢者及びひとり暮らし高齢者などの寝具の洗濯乾燥を、月２

回以内で実施する。 
利用者数（見込み） 利用延べ回数（見込み） 

3人 36回 
⑶ 日常生活用具給付等事業（特殊寝台貸与） 

   介護保険の認定申請中の者及び介護保険施設に入所入院中の一時外泊者に、
特殊寝台を一定の期間貸与する。 

利用者数（見込み） 利用延べ月数（見込み） 
3人 3月 

⑷  認知症高齢者等個人賠償責任保険事業 
認知症の者及びその家族が地域で安心して生活することができる環境を整備

するため、認知症高齢者に対する個人賠償責任保険事業を実施する。 
利用者数（見込み） 利用延べ月数（見込み） 

95人 1,140月 
⑸  支出科目 

区 分 内 容 事業費 

役務費 
認知症高齢者等個人賠償責任保険料 154千円 
郵送代 8千円 

委託料 
在宅老人ショートステイ業務 94千円 
寝具洗濯乾燥業務 83千円 
日常生活用具給付等業務 32千円 

 

３ 事業効果 

  在宅高齢者などが、自立した生活を営めるよう支援することができる。 

また、認知症高齢者及び家族が地域で安心して生活するための一助となる。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

事 業 名 在宅高齢者助成費（高齢者在宅福祉費） 

政策体系  
誰もが健やかにいきいきと暮らせるまちをつくる 

高齢者福祉の充実 

款 03 民生費 項 01 社会福祉費 目 03 高齢者福祉費 

予  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

6,601千円 
（△185 千円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

126千円 0千円 0千円 0千円 0千円 6,475千円 

高

齢

福

祉

課 

１ 事業目的 

  在宅高齢者の健康増進及び福祉の向上のため、対象者に各種助成を行う。 

 

２ 事業内容 

⑴ 老人福祉車等購入費補助金 

歩行困難な高齢者に老人福祉車及び老人杖の購入補助をする。 

区 分 補助額 利用件数（見込み） 

老人福祉車 
購入費用の２分の１ 

（限度額５，０００円） 
26件 

老人杖 
購入費用の２分の１ 

（限度額１，５００円） 
16件 

⑵ 老人住宅改善費補助金 

   市民税非課税世帯に属する高齢者に、居室・浴室・トイレなどに設置する手

すり及び段差解消などの住宅改善に要する経費の一部を補助する。 

補助額 利用件数（見込み） 

実支出額と６０万円を比較して、少

ない方の額の２分の１ 
6件 

⑶ 社会福祉法人等に対する利用者負担軽減措置費補助金 

  社会福祉法人等が実施する介護保険サービス利用者負担軽減の費用の一部に

対して、補助金を交付する。 

対象者数（見込み） 

8人 

⑷ 外国人高齢者福祉手当 

大正１５年４月１日以前生まれで、公的年金などを受給していない外国人高

齢者に対して手当を支給する。 

支給額 対象者数（見込み） 

4,000円／月 1人 

⑸ 老人日常生活用具給付等事業 

おおむね６５歳以上であって、心身機能の低下に伴い防火等の配慮が必要な

ひとり暮らし高齢者に対し、電磁調理器などを給付する。 

件数（見込み） 

1件 
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高

齢

福

祉

課 

⑹ 介護用品支給費 

介護保険で要介護３以上の介護用品（オムツ等）が必要な市民税非課税世帯

に属する在宅寝たきり高齢者（病院に医療入院している場合も利用可能。ただ

し、介護保険施設入所者を除く。）に対して、介護用品の購入費の補助を行う。 

支給額 利用者数（見込み） 

7,000円以内／月 130人 

⑺ 高齢者エアコン購入費補助金 

住居にエアコンが設置されていない市民税非課税世帯に属する高齢者に対し

て、家庭用エアコンの購入及び設置に要する費用の一部を補助する。 

補助額 利用件数（見込み） 

54,000円以内／件 8件 

⑻ 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

需用費 介護用品支給利用券印刷代 81千円 

負担金、補助及び

交付金 

老人福祉車等購入費補助金 154千円 

老人住宅改善費補助金 801千円 

社会福祉法人等に対する利用者負担

軽減措置費補助金 
168千円 

高齢者エアコン購入費補助金 432千円 

扶助費 

外国人高齢者福祉手当 48千円 

老人日常生活用具給付等事業費 37千円 

介護用品支給費 4,880千円 

 

３ 事業効果 

在宅高齢者の健康増進及び福祉の向上に寄与することができる。 

また、介護者の経済的な負担軽減を図ることができる。 

 

 

- 94 -



科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

事 業 名 高齢者セーフティネット対策費（高齢者在宅福祉費） 

政策体系  
誰もが健やかにいきいきと暮らせるまちをつくる 

高齢者福祉の充実 

款 03 民生費 項 01 社会福祉費 目 03 高齢者福祉費 

予  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

28,608千円 
（＋3,377 千円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

0千円 0千円 0千円 0千円 150千円 28,458千円 

高

齢

福

祉

課 

１ 事業目的 

  ひとり暮らしの高齢者等に、緊急通報システムの設置、配食サービス及び救急

医療情報キットの配布を行うことにより、高齢者等の不安解消及び健康管理に貢

献ができ、在宅福祉の向上を図ることができる。 

 

２ 事業内容 

⑴  緊急通報システム事業 

ひとり暮らしの高齢者等が、急病等の緊急時にペンダント式の通報装置や室

内に設置された通報装置のボタンを押すことにより、委託業者に通報が入り利

用者宅に急行又は消防署等の関係機関に連絡することで迅速な対応を行う。 

ア 利用者数（見込み） 

３１１人 

イ 委託料 

４，０７０円／月 

 ⑵ 配食サービス事業 

事業を受託した業者が、利用者の希望日時（月曜日から金曜日までの昼食及

び夕食）に配食を行い、同時に安否確認も行う。 

ア 利用者数（見込み） 

３７０人 

  イ 配食数 

５，９０５食／月（年間延べ ７０，８６３食） 

  ウ 委託料（市が業者へ支払う金額） 

１９０円／食 

  エ 利用者負担（利用者が業者へ支払う金額） 

     １食当たり単価から委託料を差引いた金額 

⑶  救急医療情報キット配布事業 

ひとり暮らしの高齢者を対象に、かかりつけ医療機関・持病等の医療情報等

を記入する救急医療情報キットを配布し、救急搬送の際に活用する。 

ア 新規配布数（見込み） 

１００件 
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高

齢

福

祉

課 

⑷ 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

需用費 救急医療情報キットの購入 57千円 

委託料 
緊急通報システム業務 15,087千円 

配食サービス業務 13,464千円 

 

３ 事業効果 

 高齢者等の生活の不安を解消し、急病などに緊急対応することができるととも 

に、食生活の改善や安否の確認に寄与することができる。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

事 業 名 高齢者コミュニケーション費（高齢者在宅福祉費） 

政策体系  
誰もが健やかにいきいきと暮らせるまちをつくる 

高齢者福祉の充実 

款 03 民生費 項 01 社会福祉費 目 03 高齢者福祉費 

予  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

1,169千円 
（△67 千円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

0千円 0千円 0千円 0千円 0千円 1,169千円 

高

齢

福

祉

課 

１ 事業目的 
  公衆浴場の利用を月２回無料にすることで、高齢者のコミュニケーションを図
り、社会参加の機会を確保する。 

 
２ 事業内容 

⑴ 老人無料入浴制度 
市内の公衆浴場において、６５歳以上の高齢者の入浴料を毎月２回無料にす

る。 
ア 入浴券交付者数（見込み） 

 １５０人 
  イ 延べ利用者数（見込み） 

    ２，５００人 
⑵  支出科目 

区 分 内 容 事業費 

需用費 老人無料入浴券印刷代 44千円 

負担金、補助及び

交付金 
老人無料入浴補助金 1,125千円 

 
３ 事業効果 

高齢者の社会参加の機会を創出し、健康増進、福祉の向上に資することができ

る。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

事 業 名 在宅医療連携推進費（高齢者在宅福祉費） 

政策体系  
誰もが健やかにいきいきと暮らせるまちをつくる 

高齢者福祉の充実 

款 03 民生費 項 01 社会福祉費 目 03 高齢者福祉費 

予  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

1,592千円 
（±0 千円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

0千円 0千円 0千円 0千円 0千円 1,592千円 

高

齢

福

祉

課 

１ 事業目的 

医療と介護の両方を必要とする状態の高齢者に対し、在宅医療と介護サービス

を一体的に提供するために、関係機関の連携及び情報共有を推進する。 

 

２ 事業内容 

  在宅医療従事者の負担軽減を図り、訪問看護師、リハビリ専門職及び介護支援

専門員等の活動を支援するため、在宅患者情報を共有するシステムである電子＠

連絡帳及び地域の医療機関・介護事業所等の地域資源を整理して掲載する医療・

介護資源マップを使用することにより、在宅患者が自宅で質の高い医療・介護サ

ービスを安心して受けられる体制を構築する。 

⑴ 対象者 

 医療・介護を必要とする在宅高齢者及び市内医療・介護関係機関など 

⑵ 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

負担金、補助及び

交付金 

電子＠連絡帳及び医療・介護資源マ

ップ負担金 
1,592千円 

 

３ 事業効果 

電子＠連絡帳及び医療・介護資源マップを使用することにより、医療と介護の

両方を必要とする状態の高齢者が、住み慣れた地域で自分らしい暮らしを続ける

ことができる。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

事 業 名 敬老費 

政策体系  
誰もが健やかにいきいきと暮らせるまちをつくる 

高齢者福祉の充実 

款 03 民生費 項 01 社会福祉費 目 03 高齢者福祉費 

予  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

3,940千円 
（△2,665 千円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

0千円 0千円 0千円 0千円 0千円 3,940千円 

高

齢

福

祉

課 

１ 事業目的 

喜寿の歳にあたる７７歳の方を対象に敬老会を開催し長寿を祝うとともに、結

婚後５０周年を迎える夫婦を対象に祝賀する。 

また、多年にわたり社会の進展に貢献した高齢者(数え８８歳)に敬老金を支給

することで、感謝の意を表すとともに、本市に居住する満１００歳の方に祝金を

支給し、併せて家族の労をねぎらうことにより、市民の敬老精神の高揚を図る。 

 

２ 事業内容 

⑴ 敬老会開催費 

ア 敬老会の開催 

   ７７歳（昭和２１年生まれ）の高齢者を対象とし、敬老会を開催し長寿を

祝うとともに、対象者に対し祝品を贈呈する。 

(ｱ) 対象者数（見込み） 

５７０人 

(ｲ) 祝品（予定） 

     記念品 

 

イ 金婚祝品の支給 

   結婚５０周年を迎えた夫婦を対象とし、敬老会に招いて祝品を贈呈する。 

(ｱ) 対象者数（見込み） 

   ４０組 

(ｲ) 祝品 

     祝状及び記念品 
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高

齢

福

祉

課 

ウ 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

報償費 
敬老会 記念品 729千円 

金婚祝 祝品 110千円 

需用費 

敬老会 

式場生花、来賓お茶代、看

板書作成料、案内はがき

及び式次第印刷代など 

151千円 

金婚祝 
祝状印刷、丸筒及び記念

写真代など 
51千円 

役務費 
敬老会 郵送料及び傷害保険料 80千円 

金婚祝 郵送料及び筆耕料 9千円 

委託料 敬老会 
アトラクション派遣料、

交通誘導業務 
517千円 

使用料及び賃借

料 
敬老会 要約筆記機材貸出費用 2千円 

 

⑵ 敬老金等支給費 

ア 敬老金の支給 

数え８８歳（昭和１１年生まれ）の高齢者を対象とし、敬老金を贈呈する。 

(ｱ) 対象者数（見込み） 

３７１人 

(ｲ) 敬老金支給額 

５，０００円／人 

イ 長寿記念祝金等の支給 

満１００歳になる高齢者を対象とし、長寿記念祝金及び祝状を贈呈する。 

(ｱ) 対象者数（見込み） 

１２人 

(ｲ) 祝金支給額 

３０，０００円／人 

(ｳ) 祝品 

祝状 

ウ 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

報償費 
敬老金 1,855千円 

長寿記念祝金 360千円 

需用費 
祝儀袋 4千円 

祝状など印刷代 4千円 

役務費 敬老金案内通知など郵送代 68千円 

 

３ 事業効果 

長年にわたり社会のために尽くしてきた高齢者の長寿を祝うとともに、市民の

敬老精神の高揚を図ることができる。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

事 業 名 後期高齢者医療健康診査費（後期高齢者医療健診費） 

政策体系  
誰もが健やかにいきいきと暮らせるまちをつくる 

医療保険・年金制度の適正運営 

款 03 民生費 項 01 社会福祉費 目 03 高齢者福祉費 

予  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

29,171千円 
（＋1,863 千円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

0千円 0千円 0千円 0千円 29,171千円 0千円 

健

康

推

進

課 

１ 事業目的 

高齢者の医療の確保に関する法律に基づく後期高齢者医療被保険者（７５歳以 

上及び一定の障害がある６５歳以上）の健康診査を実施することにより、生活習 

慣病及びフレイル（虚弱状態）を早期に発見し、重症化予防・介護予防につなげ 

るため健康診査を行う。 

また、歯科健康診査や歯科保健指導の実施により、口腔機能低下の予防を図り

肺炎等の疾病予防につなげる。 

 

２ 事業内容 

⑴ 後期高齢者医療健康診査 

   指定医療機関にて個別健康診査及び健診結果の説明を行う。 

 ア 受診者数（見込み） 

２，９７３人 

イ 健康診査内容 

問診、計測（身長・体重・ＢＭＩ・血圧）、診察、血液検査（脂質・肝機能・

代謝系）及び尿検査（糖、蛋白） 

⑵ 後期高齢者歯科健康診査 

   指定歯科医療機関にて歯科健康診査や歯科保健指導を行う。 

  ア 対象者 

    ７５歳、８０歳の被保険者 

イ 受診者数（見込み） 

  ４３人 

 ⑶ 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

需用費 
指導用パンフレット、健康診査案内

及び受診券発送用封筒印刷など 
648千円 

役務費 郵送料 693千円 

委託料 

後期高齢者医療健康診査及び後期高

齢者歯科健康診査業務、通知文等印

刷及び受診券等封入封緘業務など 

27,830千円 

 

３ 事業効果 

  後期高齢者の健康診査を実施することにより、生活習慣病及びフレイル（虚弱

状態）を早期に発見し、重症化予防・介護予防に寄与することができる。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

事 業 名 シルバー人材センター費 

政策体系  
誰もが健やかにいきいきと暮らせるまちをつくる 

高齢者福祉の充実 

款 03 民生費 項 01 社会福祉費 目 03 高齢者福祉費 

予  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

30,957千円 
（±0 千円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

0千円 0千円 0千円 0千円 0千円 30,957千円 

高

齢

福

祉

課 

１ 事業目的 

  清須市シルバー人材センターの円滑な運営と健全な発展のため、運営費及び事

業費に対し補助金を交付する。 
 

２ 事業内容 

公益社団法人清須市シルバー人材センター補助金交付要綱の規定により、清須

市シルバー人材センターへ補助金を交付する。 

⑴ シルバー人材センター運営費補助金 

ア 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

負担金、補助及

び交付金 

人件費補助金（正規職員５人分及び

臨時職員賃金３人分の一部） 
21,455千円 

⑵ シルバー人材センター事業費補助金 

ア 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

負担金、補助及

び交付金 

通信運搬費、光熱水費、機器賃借料、

保険料及び保守委託料などの一部 
9,502千円 

 ⑶ 会員数（令和４年１１月末現在） 

男 性 女 性 合 計 

２４４人 １００人 ３４４人 

⑷ シルバー人材センターが請け負う主な業務 

区 分 内   容 

一般家庭 
家事援助（食事作り・洗濯・買い物・通院付添い・清掃等）、

除草及び網戸・襖・障子の張替えなど 

事業所 清掃など 

公共機関 
公園の清掃、駐輪場の自転車整理、施設清掃、施設管理、除

草及びイベント時の駐車場整理など 
 
３ 事業効果 

運営費補助金等を交付することにより、清須市シルバー人材センターの円滑な
運営に資することができる。 
また、高齢者に相応しい仕事を企業、家庭、公共機関などから引き受け、会員

に提供することにより、高齢者の就労の機会確保及び高齢者の経験を生かした社

会貢献ができる。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

事 業 名 子ども医療費支給費（福祉医療費） 

政策体系  
子育てのしやすいまちをつくる 

子育て支援の充実 

款 03 民生費 項 01 社会福祉費 目 04 福祉医療費 

予  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

481,222千円 
（＋20,874 千円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

112,490千円 0千円 0千円 0千円 0千円 368,732千円 

保

険

年

金

課 

１ 事業目的 

子どもの医療費の一部を支給することにより、子どもの福祉の増進を図る。 

 

２ 事業内容 

子どもが医療機関などで受診した場合、保険診療にかかった医療費の自己負担

額を支給する。 

⑴ 対象者 

市内に住所を有し、健康保険に加入している者の被扶養者である子ども（出

生の日から１５歳に達する日以後の最初の３月３１日まで） 

入院医療に限り、市内に住所を有し、健康保険に加入している被保険者、組

合員、加入者若しくは被扶養者である高校生等は、１８歳に達する日以後の最

初の３月３１日まで対象（令和５年７月からは、通院医療にも支給範囲を拡大

する。） 

⑵ 対象者数 

ア ０歳から１５歳年度末 

区 分 県補助 市単独 合 計 

令和４年９月末

現在 
4,263人 5,478人 9,741人 

月平均（見込み） 4,254人 5,459人 9,713人 

イ １６歳から１８歳年度末 

区 分 県補助 市単独 合 計 

令和４年９月末

現在 
0人 1,909人 1,909人 

⑶ 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

委託料 レセプト審査業務 5,788千円 

扶助費 医療給付費 475,434千円 

 

３ 事業効果 

子どもの医療にかかる経済的不安を軽減し、少子化の解消の一助に資するとと

もに、子どもの健康の保持増進を図ることができる。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

事 業 名 障害者医療費支給費（福祉医療費） 

政策体系  
誰もが健やかにいきいきと暮らせるまちをつくる 

障害者（児）福祉の充実 

款 03 民生費 項 01 社会福祉費 目 04 福祉医療費 

予  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

118,234千円 
（＋17,954 千円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

58,359千円 0千円 0千円 0千円 0千円 59,875千円 

保

険

年

金

課 

１ 事業目的 

心身障害者の医療費の一部を支給することにより、心身障害者の福祉の増進を

図る。 

 

２ 事業内容 

心身障害者が医療機関などで受診した場合、保険診療にかかった医療費の自己

負担額を支給する。 

⑴ 対象者 

市内に住所を有する心身障害者で、健康保険に加入している被保険者、組合

員、加入者若しくは被扶養者 

ア 身体障害者１級～３級 

イ 腎臓機能障害者４級 

ウ 進行性筋萎縮症４級～６級 

エ ＩＱ５０以下の方 

オ 自閉症状群の方 

⑵ 対象者数 

区 分 県補助 合 計 

令和４年９月末現在 711人 711人 

月平均（見込み） 760人 760人 

⑶ 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

委託料 レセプト審査業務 637千円 

扶助費 医療給付費 117,597千円 

 

３ 事業効果 

心身障害者の健康の保持増進を図ることができる。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

事 業 名 精神障害者医療費支給費（福祉医療費） 

政策体系  
誰もが健やかにいきいきと暮らせるまちをつくる 

障害者（児）福祉の充実 

款 03 民生費 項 01 社会福祉費 目 04 福祉医療費 

予  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

76,993千円 
（△9,750 千円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

17,111千円 0千円 0千円 0千円 0千円 59,882千円 

保

険

年

金

課 

１ 事業目的 

精神障害者の医療費の一部を支給することにより、精神障害者の福祉の増進を

図る。 

 

２ 事業内容 

精神障害者が医療機関などで受診した場合、保険診療にかかった医療費（精神

通院は自立支援医療との併用のみ有効）の自己負担額を支給する。 

⑴ 対象者 

市内に住所を有する精神障害者（１級～３級）で、健康保険に加入している

被保険者、組合員、加入者若しくは被扶養者 

⑵ 対象者数 

区 分 県補助 市単独 合 計 

令和４年９月末

現在 
361人 176人 537人 

月平均（見込み） 394人 193人 587人 

⑶ 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

委託料 レセプト審査業務 728千円 

扶助費 医療給付費 76,265千円 

 

３ 事業効果 

精神障害者の医療にかかる経済的不安を軽減し、精神障害者の健康の保持増進

を図ることができる。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

事 業 名 母子・父子家庭医療費支給費（福祉医療費） 

政策体系  
子育てのしやすいまちをつくる 

ひとり親家庭への支援の充実 

款 03 民生費 項 01 社会福祉費 目 04 福祉医療費 

予  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

40,436千円 
（△1,347 千円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

19,960千円 0千円 0千円 0千円 0千円 20,476千円 

保

険

年

金

課 

１ 事業目的 

母子家庭などの医療費の一部を支給することにより、母子家庭の母及び父子家

庭の父並びにこれら家庭の児童の福祉の増進を図る。 

 

２ 事業内容 

母子家庭の母及び父子家庭の父並びにこれら家庭の児童（１８歳の年度末まで）

が医療機関などで受診した場合、保険診療にかかった医療費の自己負担額を支給

する。 

⑴ 対象者 

市内に住所を有する母子家庭などで、健康保険に加入している被保険者、組

合員、加入者若しくは被扶養者（所得制限あり） 

⑵ 対象者数 

区 分 県補助 合 計 

令和４年９月末現在 894人 894人 

月平均（見込み） 828人 828人 

⑶ 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

委託料 レセプト審査業務 433千円 

扶助費 医療給付費 40,003千円 

 

３ 事業効果 

母子家庭の母及び父子家庭の父並びにこれら家庭の児童の健康の保持増進を図

るため、医療費の一部を支給し、もって福祉の向上に寄与することができる。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

事 業 名 後期高齢者福祉医療費支給費（福祉医療費） 

政策体系  
誰もが健やかにいきいきと暮らせるまちをつくる 

高齢者福祉の充実 

款 03 民生費 項 01 社会福祉費 目 04 福祉医療費 

予  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

117,974千円 
（△5,613 千円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

51,732千円 0千円 0千円 0千円 0千円 66,242千円 

保

険

年

金

課 

１ 事業目的 

後期高齢者医療の一部負担金の支払いが困難な高齢者の健康の保持増進を図る

ため、医療費の一部を支給することにより、福祉の向上に寄与する。 

 

２ 事業内容 

後期高齢者医療の一部負担金の支払いが困難な高齢者が医療機関などで受診し

た場合、保険診療にかかった医療費の自己負担額を支給する。 

⑴ 対象者 

市内に住所を有する７５歳以上（６５歳以上の一定の障害者）の高齢者で、

次のいずれかに該当している方 

ア 障害者医療受給資格者 

イ 精神障害者医療受給資格者 

ウ 母子・父子家庭医療受給資格者 

エ 戦傷病者手帳所持者（所得制限あり） 

オ 市民税非課税世帯に属するひとり暮らし、寝たきり、認知症高齢者 

カ 結核命令入所患者、精神障害措置入院者 

⑵ 対象者数 

区 分 県補助 市単独 合 計 

令和４年９月末

現在 
1,007人 208人 1,215人 

月平均（見込み） 972人 200人 1,172人 

⑶ 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

委託料 レセプト審査業務 1,228千円 

扶助費 医療給付費 116,746千円 

 

３ 事業効果 

高齢者の医療にかかる経済的不安を軽減し、高齢者の健康の保持増進を図るた

め、医療費の一部を支給し、もって福祉の向上に寄与することができる。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

事 業 名 清洲総合福祉センター費 

政策体系  
誰もが健やかにいきいきと暮らせるまちをつくる 

地域福祉の充実 

款 03 民生費 項 01 社会福祉費 目 05 社会福祉施設費 

予  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

307,122千円 
（＋101,517 千円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

0千円 0千円 0千円 250,000千円 1,900千円 55,222千円 

社

会

福

祉

課 

１ 事業目的 

住民の福祉の向上及び地域交流の中での福祉の実現を図る施設として、施設の

効率的、効果的な管理をするため、指定管理者に施設の管理を委託する。 

また、施設の老朽化対策及び長寿命化を図るため、計画的かつ適切な時期に設

備等を更新する。 

 

２ 事業内容 

⑴ 清洲総合福祉センター管理費 

指定管理者制度を活用し、社会福祉法人清須市社会福祉協議会へ委託する。 

ア 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

役務費 火災保険料 45千円 

委託料 

清洲総合福祉センター指定管理業

務 
32,930千円 

建築基準法第１２条に基づく定期

調査・検査報告業務 
511千円 

⑵ 清洲総合福祉センター整備費 

設備の経年劣化による機能低下等に対応するため、必要な設備等を更新する

ための設計及び改修工事を行う。 

ア 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

委託料 大規模改修工事監理業務 9,845千円 

工事請負費 大規模改修工事 263,791千円 

 

３ 事業効果 

指定管理者制度の活用により、市民サービスの向上や管理運営の費用対効果、

効率化の向上を図るとともに、施設を適切に維持管理及び経年劣化した設備を更

新することにより、快適で清潔な環境を整えることができる。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

事 業 名 西枇杷島福祉センター費 

政 策 体 系 
誰もが健やかにいきいきと暮らせるまちをつくる 

高齢者福祉の充実 

款 03 民生費 項 01 社会福祉費 目 05 社会福祉施設費 

予  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

54,763千円 
（＋29,238 千円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

0千円 34千円 0千円 40,000千円 1千円 14,728千円 

高

齢

福

祉

課 

１ 事業目的 

  高齢者に福祉、健康の増進、教養の向上及びレクリエーションの場を提供する

ことにより、健康で明るい生活と生きがいが持てるよう支援するとともに、西枇

杷島福祉センターの施設及び設備の維持管理を行う。 

 

２ 事業内容 

 ⑴ 西枇杷島福祉センター管理費 

   施設を適切に管理し、設備の維持管理を行う。 

  ア 開館日数（見込み） 

    ２９１日 

  イ 延べ利用者数（見込み） 

    １５，０００人 

  ウ 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

報償費 防犯ベル通報員謝礼 5千円 

需用費 
電気、ガス及び上下水道 2,826千円 

消耗品及び日常修繕 449千円 

役務費 電話代、手数料及び保険料 190千円 

委託料 

館内清掃業務 3,025千円 

昇降機、空調設備などの保守業務 2,708千円     

貸館、庭木剪定及び廃棄物処理業務 1,063千円 

使用料及び賃借

料 
電話交換機リース代など 298千円 

⑵ 西枇杷島福祉センター事業費 

しめ縄教室、生活実用講座及び映画を楽しもう会などを実施する。 

  ア 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

報償費 高齢者教室講師謝金など 28千円 

需用費 ＤＶＤ購入など 22千円 
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高

齢

福

祉

課 

⑶ 西枇杷島福祉センター整備費 

現在使用しているエレベーターの保守部品の供給が終了するため改修工事を

行う。 

ア 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

委託料 エレベーター改修工事監理業務 1,535千円 

工事請負費 エレベーター改修工事 42,614千円 

 

３ 事業効果 

高齢者に福祉、健康の増進、教養の向上及びレクリエーションの場を提供し、

適切な維持管理及び改修工事を行うことで、快適で清潔な環境を整えることがで

きる。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

事 業 名 新川福祉センター費 

政策体系  
誰もが健やかにいきいきと暮らせるまちをつくる 

高齢者福祉の充実 

款 03 民生費 項 01 社会福祉費 目 05 社会福祉施設費 

予  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

8,807千円 
（△32,832 千円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

0千円 0千円 0千円 0千円 79千円 8,728千円 

高

齢

福

祉

課 

１ 事業目的 

  高齢者などに福祉、健康の増進、教養の向上及びレクリエーションの場を提供

することにより、健康で明るい生活と生きがいが持てるよう支援するとともに、

新川福祉センター（新川福祉センター及び新川保健センターの複合施設）の施設

及び設備の維持管理を行う。 

 

２ 事業内容 

 ⑴ 新川福祉センター管理費 

施設を適切に管理し、設備の維持管理を行う。 

ア 開館日数（見込み） 

    ２４２日 

イ 延べ利用者数（見込み） 

    ５，０００人 

ウ 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

需用費 
電気、ガス及び上下水道 1,984千円 

消耗品及び日常修繕など 438千円 

役務費 電話代及び保険料 76千円 

委託料 

館内清掃業務 1,582千円 

空調設備、昇降機、建物環境衛生管

理及び消防設備などの保守業務 
1,983千円 

樹木消毒及び剪定業務 123千円 

使用料及び賃借

料 
新川福祉センター土地賃借料 2,621千円 

 

３ 事業効果 

高齢者などに福祉、健康の増進、教養の向上及びレクリエーションの場を提供

し、適切な維持管理に努めることで、快適で清潔な環境を整えることができる。 

また、保健センターを含めた設備全般の維持管理を行うことにより各種事業を

良好に遂行することができる。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

事 業 名 にしび創造センター費 

政策体系  
誰もが健やかにいきいきと暮らせるまちをつくる 

高齢者福祉の充実 

款 03 民生費 項 01 社会福祉費 目 05 社会福祉施設費 

予  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

57,412千円 
（＋20,072 千円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

0千円 1,604千円 0千円 0千円 166千円 55,642千円 

高

齢

福

祉

課 

１ 事業目的 

  高齢者などに健康の増進、教養の向上及びレクリエーションの場を提供するこ

とにより、健康で明るい生活と生きがいが持てるよう支援するとともに、にしび

創造センター(西枇杷島生きがいセンター、小田井児童館及び西枇杷島小田井公民

館の複合施設)の施設及び設備の維持管理を行う。 

 

２ 事業内容 

 ⑴ にしび創造センター管理費 

 施設を適切に管理し、設備の維持管理を行う。 

  ア 開館日数（見込み） 

    ３６０日 

  イ 延べ利用者数（見込み） 

    ２５，０００人 

  ウ 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

需用費 
電気、ガス及び水道 9,996千円 

消耗品及び日常修繕など 792千円 

役務費 電話代、手数料及び保険料 365千円 

委託料 

館内清掃業務 5,775千円                               

空調設備、昇降機などの保守業務 5,598千円 

貸館、警備など 4,255千円 

使用料及び賃借

料 

土地賃借料 6,236千円 

複写機、印刷機の器具使用料など 200千円 

⑵ 西枇杷島生きがいセンター事業費 

手作り教室、わくわく教室及びおしゃべり横丁などを実施する。 

ア 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

報償費 高齢者教室講師謝金など 33千円 

需用費 おしゃべり横丁ＤＶＤ購入 18千円 
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高

齢

福

祉

課 

⑶  にしび創造センター整備費 

経年劣化が進んでいる受変電設備の更新工事を行う。 

ア 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

工事請負費 受変電設備更新工事 24,144千円 

 

３ 事業効果 

高齢者などに福祉、健康の増進、教養の向上及びレクリエーションの場を提供

し、適切な維持管理及び更新工事を行うことで、快適で清潔な環境を整えること

ができる。 

また、児童館及び公民館を含めた設備全般の維持管理を行うことにより各種事

業を良好に遂行することができる。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

事 業 名 春日老人福祉センター費 

政策体系  
誰もが健やかにいきいきと暮らせるまちをつくる 

高齢者福祉の充実 

款 03 民生費 項 01 社会福祉費 目 05 社会福祉施設費 

予  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

18,520千円 
（△39,397 千円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

0千円 156千円 0千円 0千円 6,146千円 12,218千円 

高

齢

福

祉

課 

１ 事業目的 
  高齢者などに福祉、健康の増進、教養の向上及びレクリエーションの場を提供
することにより、健康で明るい生活と生きがいが持てるよう支援するとともに、
春日老人福祉センター（春日老人福祉センター、春日保健センター及び清須保健
所の複合施設）の施設及び設備の維持管理を行う。 

 
２ 事業内容 
 ⑴ 春日老人福祉センター管理費 

 施設を適切に管理し、設備の維持管理を行う。 
  ア 開館日数（見込み） 
    ２９４日 
  イ 延べ利用者数（見込み） 
    ７，０００人 
  ウ 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

需用費 
電気、ガス及び水道 8,078千円 

消耗品及び日常修繕 504千円 

役務費 電話代、手数料及び保険料 297千円 

委託料 

館内清掃業務 2,088千円                               

空調設備及び昇降機などの保守業務 3,429千円 

貸館業務、警備及び害虫防除業務

など 
3,936千円 

使用料及び賃借

料 

カラオケシステム使用料、複写機

リース料及びＮＨＫ受信料 
188千円 

  
３ 事業効果 

高齢者などに福祉、健康の増進、教養の向上及びレクリエーションの場を提供
し、適切な維持管理に努めることで、快適で清潔な環境を整えることができる。 
また、保健センター及び保健所部分も含めた設備全般の維持管理を行うことに

より、各種保健事業を良好に遂行することができる。 
更には、住民票など各種証明書発行業務を行うサービスセンターとして活用す

ることができる。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

事 業 名 子ども家庭総合支援拠点運営費（児童福祉費） 

政策体系  
子育てのしやすいまちをつくる 

子育て支援の充実 

款 03 民生費 項 02 児童福祉費 目 01 児童福祉総務費 

予  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

3,178千円 
（△2 千円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

2,078千円 0千円 0千円 0千円 0千円 1,100千円 

子

育

て

支

援

課 

１ 事業目的 

  子どもとその家族及び妊産婦を対象に、専門的な相談対応や必要な調査、訪問

等による継続的な在宅支援業務を行う。また、要支援児童及び要保護児童並びに

特定妊婦等への支援を関係機関と連携を図る。 

 

２ 事業内容 

  子ども家庭総合支援拠点体制を整備し、円滑に事業を進める。 

⑴  業務内容 

ア 子ども家庭支援全般に係る業務 

イ 要支援児童及び要保護児童並びに特定妊婦等への支援業務 

ウ 関係機関との連絡調整等 

エ こども家庭センターの機能の一つである家庭支援事業の基盤整備 

⑵ 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

報償費 要保護児童対策地域協議会委員報酬 73千円 

旅費 ヤングケアラー研修 １千円 

需用費 事務用品など 36千円 

役務費 通信運搬費 86千円 

委託料 児童相談システム保守料 765千円 

使用料及び賃借

料 
児童相談システムリース料など 2,208千円 

負担金、補助及び

交付金 
家庭相談員連絡協議会負担金 9千円 

⑶ 負担割合 

区 分 国 県 市 

児童相談システム関係 ３分の１ ３分の１ ３分の１ 

上記以外（需用費等） ２分の１  ２分の１ 

  

３ 事業効果 

  支援を必要としている子どもとその家庭に対して、他機関との調整を図ること

で、迅速かつ専門的な支援の提供ができる。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

事 業 名 
子ども・子育て支援事業計画策定費（子ども・子育て支援事業計
画費） 

政策体系  
子育てのしやすいまちをつくる 

子育て支援の充実 

款 03 民生費 項 02 児童福祉費 目 01 児童福祉総務費 

予  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

2,224千円 

（ 皆 増 ） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

0千円 0千円 0千円 0千円 0千円 2,224千円 

子

育

て

支

援

課 

１ 事業目的 

令和７年度を始期とする第３期子ども・子育て支援事業計画の策定に向け、第

２期計画の進捗状況並びにアンケートにより、各種子育て支援事業におけるニー

ズを把握し、基本的データの分析・集計・整理・課題の抽出を実施する。 

 

２ 事業内容 

  第３期子ども・子育て支援事業計画策定のためのニーズ量調査及び基本的デー

タの分析・集計・整理・課題の抽出を行う。 

 ⑴ ニーズ量調査等の実施 

  ア 子ども・子育て審議会の開催 

    ニーズ量調査の内容、調査結果及び今後の課題などの報告を行う。 

審議会委員 開始回数 

１９人 ３回（定例開催含む） 

  イ ニーズ量調査 

    就学前児童及び就学生の保護者を対象にアンケート調査を行う。 

区 分 調査対象者数 

就学前児童の保護者 2,000人 

小学生の保護者 1,000人 

  ウ ニーズ量調査結果の分析 

    ニーズ量調査の結果を分析し、次期計画策定のための課題等を抽出する。 

 ⑵ 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

報酬 子ども・子育て審議会委員報酬 133千円 

需用費 子ども・子育て審議会お茶代 3千円 

委託料 
子ども・子育て支援事業計画策定の

ためのニーズ調査業務 
2,088千円 

 

３ 事業効果 

  本市の実情に応じた幼児期の教育・保育及び地域の子ども・子育て支援事業に

おけるニーズ量を把握し、第３期計画を策定するための課題等を整理することが

できる。 

 

- 116 -



科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

事 業 名 子育て利用者支援費（子ども・子育て支援費） 

政策体系  
子育てのしやすいまちをつくる 

子育て支援の充実 

款 03 民生費 項 02 児童福祉費 目 01 児童福祉総務費 

予  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

468千円 
（＋2 千円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

108千円 0千円 0千円 0千円 0千円 360千円 

子

育

て

支

援

課 

１ 事業目的 
  子ども・子育てに関する総合相談窓口（子育てコンシェルジュ）を設置し、子
育て家庭を中心とした相談及びそのニーズを把握し、利用者が円滑に施設や子育
て事業を利用できるよう支援を行う。 

  また、就労等により保育を必要とする保護者が利用する認可外保育所に対して
支援を行う。 

 
２ 事業内容 
 ⑴ 子育てコンシェルジュ 

子ども及びその保護者等が、保育施設や地域の子育て支援事業を円滑に利用
できるよう、子育てコンシェルジュが母子保健コーディネーターと連携し、利
用者の相談支援を実施する。 
ア 事業内容 

区 分 内 容 回数（見込み） 
相談支援 電話及び窓口相談など 300回 

関係機関連携 
母子保健コーディネーター及び関
係課・関係機関との連携 

随時 

イ 支出科目 
区 分 内 容 事業費 

旅費 研修参加旅費     1千円 
需用費 啓発チラシの印刷など 132千円 

⑵ 認可外保育室事業 
   認可外保育所において、市内の保育所等の事情により入所できなかった要保

育児童を保育した場合、当該認可外保育所に対して委託料を支払う。 
  ア 延べ利用人数 
    ２人 
  イ 委託単価 
    月額 １８，６００円（１人当たり） 

ウ 支出科目 
区 分 内 容 事業費 

委託料 
認可外保育所に対する保育室事業
の実施委託料 

  335千円 

 
３ 事業効果 

  子ども及びその保護者の子育てニーズを把握し、適切な支援サービスにつなぐ

ことで、子育て親子の孤立や虐待の予防に努めることができる。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

事 業 名 施設型給付費（子ども・子育て支援費） 

政策体系  
子育てのしやすいまちをつくる 

子育て支援の充実 

款 03 民生費 項 02 児童福祉費 目 01 児童福祉総務費 

予  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

572,395千円 
（＋108,420 千円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

405,226千円 0千円 0千円 0千円 0千円 167,169千円 

子

育

て

支

援

課 

１ 事業目的 

  子ども・子育て支援制度に基づき、保育所及び認定こども園等に対し、給付費

の一部を負担することにより、幼児期の学校教育・保育における量の拡充及び質

の向上を推進する。 

 

２ 事業内容 

⑴ 広域保育所給付費 

他市町との保育所の広域利用に関する連絡調整の方法を定め、保育所の広域

入所を円滑に促進し、利用者の利便を図る。 

ア 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

役務費 郵送料 6千円 

委託料 広域入所実施業務 5,370千円 

イ 負担割合 

区 分 国 県 市 

３歳未満児 100分の 58.16 100分の 20.92 100分の 20.92 

３歳以上児 ２分の１ ４分の１ ４分の１ 

⑵ 認定こども園等給付費 

   認定こども園のゆめのもりこどもえん、ゆうあいこども園、はなのもりこど

もえん並びに新制度に移行した幼稚園の木田幼稚園、七宝幼稚園、諏訪幼稚園

などに施設型給付費を支給する。 

ア 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

負担金、補助及

び交付金 
施設型給付費 567,019千円 

イ 負担割合 

区 分 国 県 市 

３歳未満児 100分の 58.16 100分の 20.92 100分の 20.92 

３歳以上児 ２分の１ ４分の１ ４分の１ 

 

３ 事業効果 

  施設型給付費の支給により、幼児期の学校教育・保育における量の拡充及び質

の向上に寄与することができる。 

 

- 118 -



科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

事 業 名 地域型保育給付費（子ども・子育て支援費） 

政策体系  
子育てのしやすいまちをつくる 

子育て支援の充実 

款 03 民生費 項 02 児童福祉費 目 01 児童福祉総務費 

予  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

180,748千円 
（＋8,581 千円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

135,945千円 0千円 0千円 0千円 0千円 44,803千円 

子

育

て

支

援

課 

１ 事業目的 

子ども・子育て支援制度に基づき、小規模保育施設並びに事業所内保育施設に

対し、給付費の一部を負担することにより、３歳未満児の保育における量の拡充

及び質の向上を推進する。 

 

２ 事業内容 

⑴  地域型保育給付費 

子ども・子育て支援制度に基づき、小規模保育施設清洲なのはな保育園、フ

ィリオ清須、あおぞら保育園春日園及びユニキッズ清須さくら保育園並びに事

業所内保育施設市外の保育所などへ地域型保育給付費を支給する。 

ア 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

負担金、補助及

び交付金 
地域型保育給付費 180,748千円 

イ 負担割合 

国 県 市 

100分の 58.16 100分の 20.92 100分の 20.92 

 

３ 事業効果 

  地域型保育給付費の支給により、３歳未満児の保育における量の拡充及び質の

向上に寄与することができる。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

事 業 名 施設等利用費（子ども・子育て支援費） 

政策体系  
子育てのしやすいまちをつくる 

子育て支援の充実 

款 03 民生費 項 02 児童福祉費 目 01 児童福祉総務費 

予  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

19,400千円 
（±0 千円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

14,562千円 0千円 0千円 0千円 0千円 4,838千円 

子

育

て

支

援

課 

１ 事業目的 

  子ども・子育て支援法に基づく幼児教育・保育の無償化に伴い、施設等利用給

付認定を受けて、認可外保育施設、一時保育、病児・病後児保育、ファミリー・サ

ポート・センター及び幼稚園等の預かり保育を利用した者に対し、施設等利用費

として利用料等の一部又は全部を給付することにより、子育てを行う家庭の経済

的負担の軽減を図る。 

 

２ 事業内容 

  施設等利用給付認定を受けた利用者に施設等利用費を給付する。 

⑴ 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

需用費 事務用品など 25千円 

役務費 認定通知及び請求案内文書郵送代 26千円 

負担金、補助及び

交付金 
施設等利用費 19,349千円 

⑵ 負担割合     

国 県 市 

２分の１ ４分の１ ４分の１ 

 

３ 事業効果 

  施設等利用費の給付により、子育てを行う家庭の経済的負担の軽減になり、間

接的に待機児童の解消に寄与することができる。 

 

- 120 -



科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

事 業 名 多様な集団活動事業の利用支援費（子ども・子育て支援費） 

政策体系  
子育てのしやすいまちをつくる 

子育て支援の充実 

款 03 民生費 項 02 児童福祉費 目 01 児童福祉総務費 

予  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

144千円 
（△144 千円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

96千円 0千円 0千円 0千円 0千円 48千円 

子

育

て

支

援

課 

１ 事業目的 

  子ども・子育て支援法に規定されている地域子ども・子育て支援事業のうち、

多様な事業者の参入促進・能力活用事業について、幼児教育・保育の無償化施設

以外の施設に通っている幼児や、家庭で育児されている幼児であっても、様々な

遊びや生活体験を中心とする地域コミュニティにおける草の根の集団活動に定期

的に参画している幼児の保護者等に対して、利用料の一部又は全部を給付するこ

とにより、子育てを行う家庭の経済的負担の軽減を図る。 

 

２ 事業内容 

  幼児教育・保育の無償化の給付を受けていない施設等を利用する満３歳以上の

幼児の保護者に、多様な集団活動事業の利用支援費（上限２０，０００円）を給

付する。 

⑴ 対象者 

  ア 人数 

１人 

  イ 給付額 

    １２，０００円／月 

⑵ 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

負担金、補助及び

交付金 
多様な集団活動事業の利用支援費 144千円 

⑶ 負担割合     

国 県 市 

３分の１ ３分の１ ３分の１ 

 

３ 事業効果 

  多様な集団活動事業の利用支援費の給付により、子育てを行う家庭の経済的負

担の軽減になり、利用する施設間の不平等の解消に寄与することができる。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

事 業 名 子育て短期支援費（子ども・子育て支援費） 

政策体系  
子育てのしやすいまちをつくる 

子育て支援の充実 

款 03 民生費 項 02 児童福祉費 目 01 児童福祉総務費 

予  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

114千円 
（±0 千円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

62千円 0千円 0千円 0千円 0千円 52千円 

子

育

て

支

援

課 

１ 事業目的 

  保護者が疾病・疲労などの身体上・精神上・環境上の理由により児童の養育が

困難となった場合等に、一時的に児童養護施設などで養育・保護を行うことで、

保護者の負担軽減を図る。 

 

２ 事業内容 

  養育が困難な児童を乳児院・児童養護施設において養育・保護を行う。 

 ⑴ 対象者 

   市内に居住する児童 

⑵ 利用期間 

   ７日以内 

⑶ 費用負担（世帯により減免あり） 

２歳児未満 ２歳児以上 

10,700円／日 5,500円／日 

⑷ 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

委託料 乳児院・児童養護施設委託業務 114千円 

⑸ 負担割合 

国 県 市 

３分の１ ３分の１ ３分の１ 

 

３ 事業効果 

  児童を施設で養育・保護することにより、一時的に養育が困難となった保護者

の負担軽減を図ることができる。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

事 業 名 病児保育費（子ども・子育て支援費） 

政策体系  
子育てのしやすいまちをつくる 

子育て支援の充実 

款 03 民生費 項 02 児童福祉費 目 01 児童福祉総務費 

予  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

8,152千円 
（＋339 千円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

5,434千円 0千円 0千円 0千円 0千円 2,718千円 

子

育

て

支

援

課 

１ 事業目的 

  保護者の子育てと就労等の両立を支援し、病気の時でも児童が安心して過ごす

ことができる環境の整備を図る。 

 

２ 事業内容 

病気又は病気の回復期であることから集団保育等が困難で、かつ、保護者の就

労等の都合により家庭において保育を行うことが困難な児童について、病院に付

設された専用の保育室において保育を行う。 

⑴ 対象児童 

   生後７か月から小学校３年生までの児童 

⑵ 延べ利用人数（見込み） 

４００人 

⑶ 実施内容 

区 分 内 容 

実施場所 カブルーム（このはなファミリークリニック２階） 

保育時間 午前８時から午後５時（月曜日から金曜日） 

定員 ５人 

⑷ 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

委託料 病児保育実施業務 8,152千円 

 

３ 事業効果 

  病中又は病気の回復期にある児童を病院に付設された施設において、看護及び

保育を実施することで、保護者の子育てと就労等の両立並びに看護が必要な児童

の健全育成に寄与することができる。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

事 業 名 一時預かり等費（子ども・子育て支援費） 

政策体系  
子育てのしやすいまちをつくる 

子育て支援の充実 

款 03 民生費 項 02 児童福祉費 目 01 児童福祉総務費 

予  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

5,981千円 
（＋3,245 千円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

3,984千円 0千円 0千円 0千円 0千円 1,997千円 

子

育

て

支

援

課 

１ 事業目的 

家庭において保育を受けることが一時的に困難となった乳幼児を、認定こども

園及び小規模保育施設などで一時的に預かることにより、安心して子育てができ

る環境の整備並びに児童福祉の向上を図る。 

 

２ 事業内容 

  認定こども園及び小規模保育施設などへ委託し、一時預かり事業並びに延長保

育事業を実施する。 

⑴ 実施施設 

区 分 施設名 

一時預かり事業 

（幼稚園型） 

ゆめのもりこどもえん、ゆうあいこども園 

はなのもりこどもえん 

西春幼稚園、師勝幼稚園 

一時預かり事業 

（余裕活用型） 
清洲なのはな保育園 

延長保育事業 清洲なのはな保育園 

⑵ 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

委託料 一時預かり事業実施業務など 5,981千円 

⑶ 負担割合 

国 県 市 

３分の１ ３分の１ ３分の１ 

 

３ 事業効果 

  認定こども園及び小規模保育施設などで一時預かり事業並びに延長保育事業を

行うことにより、安心して子育てができる環境の整備並びに児童福祉の向上に寄

与することができる。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

事 業 名 認定こども園整備費（子ども・子育て支援費） 

政策体系  
子育てのしやすいまちをつくる 

子育て支援の充実 

款 03 民生費 項 02 児童福祉費 目 01 児童福祉総務費 

予  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

158,488千円 
（＋93,053 千円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

140,878千円 0千円 0千円 0千円 0千円 17,610千円 

子

育

て

支

援

課 

１ 事業目的 

多様化する保育ニーズの増加に対応するため、幼保連携型認定こども園を増築

することで、保育ニーズの適切な提供量の確保を図るとともに、整備事業者に対

して補助金として施設整備費の一部を交付する。 

 

２ 事業内容 

  令和６年４月の供用開始を目指し、ゆめのもりこどもえんを増築するための整

備費の一部を補助金として交付する。 

⑴ 整備計画 

年 度 内 容 予定進捗率 

令和４年度 実施設計・資材発注  6％ 

令和５年度 整備工事 94％ 

⑵ 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

負担金、補助及び

交付金 
認定こども園整備事業費補助金 158,488千円 

 

３ 事業効果 

幼保連携型認定こども園整備事業者へ整備費補助金を交付することにより、保

育サービスの拡大及び増加する特定地域の保育ニーズに対応することができる。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

事 業 名 障害児保育事業費補助金（子ども・子育て支援費） 

政策体系  
子育てのしやすいまちをつくる 

子育て支援の充実 

款 03 民生費 項 02 児童福祉費 目 01 児童福祉総務費 

予  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

7,800千円 

（ 皆 増 ） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

0千円 0千円 0千円 0千円 0千円 7,800千円 

子

育

て

支

援

課 

１ 事業目的 

  増加傾向にある、障がい児等の保育を推進するため、障がい児等を受け入れて

いる民間教育・保育施設に対し保育士又は幼稚園教諭の加配に必要となる経費を

補助する。 

 

２ 事業内容 

  障がい児保育の実施に必要な保育士の雇用に要する経費の一部を補助する。 

⑴ 対象施設 

施設区分 施設数 施設名 

認定こども園 ３施設 

ゆめのもりこどもえん 

ゆうあいこども園 

はなのもりこどもえん 

小規模保育事業所 ４施設 

清洲なのはな保育園 

フィリオ清須 

あおぞら保育園春日園 

ユニキッズ清須さくら保育園 

⑵ 対象児童 

  身体障害者手帳、精神障害者手帳、療育手帳のいずれかを所持する児童 

⑶ 補助額 

  各月初日現在の障害児１人につき、月額６５，０００円 

⑷ 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

負担金、補助及び

交付金 
清須市障害児保育事業費補助金 7,800千円 

 

３ 事業効果 

  増加傾向にある障がい児及び障がい児と同等程度の園児の保育に対応する加配

保育士の配置経費を民間保育所等に交付することで、勤務する職員の処遇向上及

び施設運営改善を図ることに寄与することができる。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

事 業 名 子ども食堂運営費補助金（子ども・子育て支援費） 

政策体系  
子育てのしやすいまちをつくる 

子育て支援の充実 

款 03 民生費 項 02 児童福祉費 目 01 児童福祉総務費 

予  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

75千円 
（±0 千円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

0千円 0千円 0千円 0千円 0千円 75千円 

子

育

て

支

援

課 

１ 事業目的 

子ども食堂を運営する地域ボランティア団体等への活動の支援を行うことによ

り、地域における交流、子どもの居場所づくりの推進及び子どもの健やかな育成

を図る。 

 

２ 事業内容 

  地域ボランティア団体が実施する子ども食堂に関わる保険料、備品費等の支援

を行う。 

⑴ 対象団体 

   子ども食堂を運営する団体 

⑵ 開設日 

３回／年程度  

⑶ 補助対象 

補助対象 補助期間 補助上限額 

保険料 ３年間 25,000円／年 

消耗品及び備品

費等 
初年度のみ 50,000円／年 

⑷ 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

負担金、補助及び

交付金 
子ども食堂実施事業補助金 75千円 

 

３ 事業効果 

  地域ボランティア団体等が実施する子ども食堂を支援することにより、地域に

おける交流や子どもの居場所づくりなど、子どもの健やかな育成に寄与すること

ができる。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

事 業 名 保育対策総合支援事業費補助金（保育対策総合支援費） 

政策体系  
子育てのしやすいまちをつくる 

子育て支援の充実 

款 03 民生費 項 02 児童福祉費 目 01 児童福祉総務費 

予  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

30,589千円 
（＋23,240 千円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

24,043千円 0千円 0千円 0千円 0千円 6,546千円 

子

育

て

支

援

課 

１ 事業目的 

  保育体制強化事業、保育所等賃借料支援事業、保育環境改善等事業、認可外保

育施設の衛生・安全対策事業を実施する民間の保育事業者に対して、保育の担い

手となる保育人材の確保に必要な措置を講ずるための経費を補助することによ

り、待機児童の解消を図る。 

 

２ 事業内容 

  民間の保育事業者に対して、保育体制強化事業、保育環境改善等事業、保育所

等賃借料支援事業等を実施するための経費の補助を行う。 

⑴ 事業内容 

  ア 保育体制強化事業 

    ゆめのもりこどもえん、はなのもりこどもえん 

  イ 保育環境改善等事業 

   (ｱ) 熱中症対策事業 清洲なのはな保育園、ユニキッズ清須さくら保育園、 

    ゆめっこ園 

   (ｲ) 感染症のための改修整備等 ゆめのもりこどもえん、清洲なのはな保育

園、ユニキッズ清須さくら保育園 

   (ｳ) 保育環境向上事業 ゆめのもりこどもえん、清洲なのはな保育園 

  ウ 認可外保育施設の衛生・安全対策事業 

    認可外施設７施設 

エ 保育所等賃借料支援事業 

    ユニキッズ清須さくら保育園 

  オ 保育補助者雇上強化事業 

    市内９施設 

⑵ 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

負担金、補助及び

交付金 
保育体制強化事業補助金など 30,589千円 

 

３ 事業効果 

  保育体制強化事業、保育環境改善等事業、保育所等賃借料支援事業等を実施す

る民間の保育事業者に対して、保育の担い手となる保育人材の確保に必要な措置

を総合的に講ずるための経費を補助することで、待機児童の解消に寄与すること

ができる。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

事 業 名 児童手当支給費（児童手当費） 

政策体系  
子育てのしやすいまちをつくる 

子育て支援の充実 

款 03 民生費 項 02 児童福祉費 目 01 児童福祉総務費 

予  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

1,208,660千円 
（△33,840 千円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

1,029,934千円 0千円 0千円 0千円 0千円 178,726千円 

子

育

て

支

援

課 

１ 事業目的 
  児童を養育している者に手当を支給することにより、家庭における生活の安定
に寄与するとともに、次代の社会を担う児童の健全な育成及び資質の向上に資す
る。 

 
２ 事業内容 
⑴ 支給対象年齢 

   ０歳から中学校修了前（１５歳に達した日の属する年度末まで）の児童 
⑵ 支給額 

区 分 支給額（月額） 

児童 
手当 

０歳～３歳未満 一律 15,000円 
３歳以上～小学校修了前 10,000円、第３子以降 15,000円 
中学生 一律 10,000円 

特例給付 一律  5,000円 
 ⑶ 支給月（対象月） 
   ６月、１０月及び２月（令和５年２月分～令和６年１月分） 
 ⑷ 負担割合 

区 分 国 県 市 
０歳～ 
３歳未満 

被用者 ４５分の３７ ４５分の４ ４５分の４ 
非被用者 ６分の４ ６分の１ ６分の１ 

３歳以上～ 
小学校修了前 

第１・２子 ６分の４ ６分の１ ６分の１ 
第３子以降 ６分の４ ６分の１ ６分の１ 

中学生 ６分の４ ６分の１ ６分の１ 
特例給付 ６分の４ ６分の１ ６分の１ 

 ⑸ 支出科目 

区 分 
内 容 

事業費 
対象児童数 延べ児童数 

扶
助
費 

０歳～ 
３歳未満 

被用者 1,645人 19,472人 292,080千円 
非被用者 127人 1,576人 23,640千円 

３歳以上～ 
小学校修了前 

第１・２子 4,819人 55,732人 557,320千円 
第３子以降 575人 6,616人 99,240千円 

中学生 1,603人 20,308人 203,080千円 
特例給付 556人 6,660人 33,300千円 

合 計 9,325人 110,364人 1,208,660千円 
 
３ 事業効果 
  児童を養育する者に手当を支給し、家計の負担を軽減することにより、児童 
 の健全な育成及び家庭生活の安定に寄与することができる。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

事 業 名 母子家庭等自立支援給付金支給費（母子福祉費） 

政策体系  
子育てのしやすいまちをつくる 

ひとり親家庭への支援の充実 

款 03 民生費 項 02 児童福祉費 目 02 母子福祉費 

予  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

8,888千円 
（＋366 千円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

6,666千円 0千円 0千円 0千円 0千円 2,222千円 

子

育

て

支

援

課 

１ 事業目的 

  母子及び父子家庭の自立促進に役立つ技能や資格の取得のため、各種講座の受

講又は各種学校などの養成機関で修業する場合などに給付金を支給する。 

 

２ 事業内容 

 ⑴ 自立支援教育訓練給付金（国庫補助金３／４） 

   母子家庭の母及び父子家庭の父が、自立促進のために県指定の職業能力開発

講座を受講した場合、教育訓練終了後に自立支援教育訓練給付金を支給する。 

  ア 支給額 

    対象講座の受講料の６割相当額（上限２０万円） 

イ 人数（見込み） 

    ３人 

⑵ 高等職業訓練促進給付金（国庫補助金３／４） 

母子家庭の母及び父子家庭の父が、専門的な資格取得を容易にするため、１

年以上養成機関で修業する場合、高等職業訓練促進給付金を支給する（指定さ

れた資格取得のために１年以上養成機関で修業する方）。 

ア 支給額 

    請求する月の属する年度の課税状況に応じた額 

市民税非課税世帯 市民税課税世帯 

100,000円／月 70,500円／月 

  イ 人数（見込み） 

    ８人 

⑶ 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

扶助費 
自立支援教育訓練給付金 300千円 

高等職業訓練促進給付金 8,588千円 

 

３ 事業効果 

  母子及び父子家庭の自立の促進を図ることにより、福祉の増進に寄与すること

ができる。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

事 業 名 母子生活支援施設措置費（母子福祉費） 

政策体系  
子育てのしやすいまちをつくる 

ひとり親家庭への支援の充実 

款 03 民生費 項 02 児童福祉費 目 02 母子福祉費 

予  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

9,450千円 
（±0 千円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

7,087千円 0千円 0千円 0千円 0千円 2,363千円 

子

育

て

支

援

課 

１  事業目的 

配偶者のいない女子又はこれに準ずる事情にある女子で、その者の監護すべき

児童の福祉に欠けるところがある場合、それらの者を母子生活支援施設に保護し、

自立の促進のための支援・援助を行う。 

  また、経済的理由により、入院助産を受けることができない妊産婦を入所させ

て助産を受けさせる。 

 

２ 事業内容 

⑴ 母子生活支援施設措置（国庫負担金１／２・県費負担金１／４） 

様々な理由により、家庭での養育が困難な母子を入所させ、自立促進のため

の生活支援や就業相談を行う。 

  ア 世帯数（見込み） 

    ２世帯 

⑵ 助産施設措置（国庫負担金１／２・県費負担金１／４） 

経済的理由により、入院助産を受けることができない妊産婦を入所させ助産

を受けさせる。 

  ア 人数（見込み） 

    １人 

 ⑶ 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

扶助費 
母子生活支援施設措置費 9,000千円 

助産施設措置費 450千円 

 

３ 事業効果 

  母子生活支援施設において保護を行い、母親とその子どもの生活相談・援助を

進め、自立を促進することで、母子福祉に寄与することができる。 

  また、経済的理由により、入院助産を受けることができない妊産婦を入所させ

て安全に助産を受けさせることができる。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

事 業 名 産前・産後ヘルパー派遣費（母子福祉費） 

政策体系  
子育てのしやすいまちをつくる 

母子保健の充実 

款 03 民生費 項 02 児童福祉費 目 02 母子福祉費 

予  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

342千円 
（△98 千円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

226千円 0千円 0千円 0千円 0千円 116千円 

子

育

て

支

援

課 

１ 事業目的 

  産前・産後の体調不良などで、家事又は育児を行う事が困難な世帯にホームヘ

ルパーを派遣し、家事及び乳児の子育て支援を行う。 

 

２ 事業内容 

⑴ 対象者 

  ア 母子健康手帳交付時から産後１２週以内で、体調不良などのため家事又は

育児を行うことが困難であり、かつ、同居の親族などが日中に家事又は育児

を行うことができない家庭 

  イ 多胎による産後１年以内にある家庭 

  ウ その他、支援を必要とする状態にある家庭 

⑵ 利用者数（見込み） 

産 前 産 後 

2人 12人 

⑶ 派遣時間 

   １回４時間以内（月曜日から土曜日の午前８時から午後６時まで）、かつ、 

  産前２０時間以内、産後は１２週以内で３０時間まで（多胎の場合は、産後１

年以内で５０時間まで） 

 ⑷ 支援内容 

  ア 家事に関すること 

  イ 乳児の世話の手伝いに関すること 

⑸ 費用負担  

   １時間につき７５０円（生活保護世帯・非課税世帯は免除） 

 ⑹ 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

役務費 郵送料 2千円 

委託料 産前・産後ヘルパー派遣業務 340千円 

 ⑺ 負担割合 

国 県 市 

３分の１ ３分の１ ３分の１ 

 

３ 事業効果 

  産前・産後で家事や育児が困難な家庭にホームヘルパーを派遣することにより、

安心して子どもを産み育てる環境に寄与することができる。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

事 業 名 遺児手当支給費（遺児手当費） 

政策体系  
子育てのしやすいまちをつくる 

ひとり親家庭への支援の充実 

款 03 民生費 項 02 児童福祉費 目 02 母子福祉費 

予  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

37,690千円 
（△30 千円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

0千円 0千円 0千円 0千円 0千円 37,690千円 

子

育

て

支

援

課 

１ 事業目的 

  両親又は片親がいない状態若しくは重度の障害のある家庭の児童を監護又は養

育している者に手当を支給し、児童の健全育成と福祉の推進を図る。 

 

２ 事業内容 

父又は母と生計を同じくしていない１８歳未満（１８歳に達した日の属する年

度末まで）の児童を監護、養育している者に対し、手当を支給する。 

⑴ 対象児童 

６２８人（所得制限対象児童５０人） 

ア 父又は母が死亡した者 

イ 父又は母が規則に定める程度の障害の状態にある者 

ウ 父母が婚姻を解消した者 

エ 父又は母が引き続き１年以上行方不明である者 

オ 父又は母が引き続き１年以上遺棄している者 

カ 父又は母が法令により引き続き１年以上拘禁されている者 

キ 母が婚姻によらないで懐胎した者 

⑵ 受給者（月平均） 

４１０人 

 ⑶ 支給額 

   ５，０００円／月 

⑷ 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

扶助費 遺児手当 37,690千円 

 

３ 事業効果 

  児童を監護又は養育している者に手当を支給することにより、生活の安定と自

立に寄与することができる。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

事 業 名 児童扶養手当支給費（児童扶養手当費） 

政策体系  
子育てのしやすいまちをつくる 

ひとり親家庭への支援の充実 

款 03 民生費 項 02 児童福祉費 目 02 母子福祉費 

予  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

190,424千円 
（＋450 千円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

63,474千円 0千円 0千円 0千円 0千円 126,950千円 

子

育

て

支

援

課 

１ 事業目的 

児童を養育している父子又は母子家庭などに手当を支給することにより、家庭

における生活の安定に寄与するとともに、次代の社会を担う児童の健全な育成及

び資質の向上を図る。 

 

２ 事業内容 

⑴ 対象者（月平均） 

   父又は母と生計を同じくしていない１８歳未満（１８歳に達した日の属する

年度末まで）の児童（一定の障害がある時は２０歳未満）を監護している母、

父又は養育している者 

全部支給 一部支給 合 計 

210人 175人 385人 

 ⑵ 支給額（月額） 

  ア 全部支給 

児童１人目 児童２人目 児童３人目以降 

43,360円 10,240円加算 6,140円加算 

イ 一部支給 

児童１人目 児童２人目 児童３人目以降 

10,230円 

～43,350円 

5,120円 

～10,230円加算 

3,070円 

～6,130円加算 

 ⑶ 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

扶助費 児童扶養手当 190,424千円 

 ⑷ 負担割合 

国 市 

３分の１ ３分の２ 

 

３ 事業効果 

  児童を養育している母子家庭などに手当を支給することにより、生活の安定と

自立に寄与することができる。 
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科目 

主管 

事 業 名 保育園管理費 

政策体系
子育てのしやすいまちをつくる 

子育て支援の充実 

款 03 民生費 項 02 児童福祉費 目 03 保育所費 

予  算  額 

（前年度比）
財 源 内 訳 

84,123千円 
（＋14,777 千円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

0千円 0千円 0千円 0千円 1,152千円 82,971千円 

子

育

て

支

援

課

１ 事業目的 

  保育園施設を常に最良の状態に保持し、その維持管理に努める。 

２ 事業内容 

  保育園を常に最良の状態に保持するため、施設の維持管理に努める。 

⑴ 各保育園の管理費

区 分 事業費 区 分 事業費 

西枇杷島保育園 7,590千円 土器野保育園 6,127千円 

芳野保育園 5,876千円 桃栄保育園 7,336千円 

本町保育園 6,776千円 星の宮保育園 6,661千円 

花水木保育園 12,687千円 中之切保育園 5,680千円 

新清洲保育園 5,193千円 ネギヤ保育園 6,411千円 

朝日保育園 4,333千円 

須ケ口保育園 9,453千円 合 計 84,123千円 

⑵ 支出科目

区 分 内 容 事業費 

需用費 

電気 20,838千円 

ガス 14,477千円 

上下水道 9,312千円 

消耗品費及び医薬材料費 4,957千円 

日常修繕及び消防設備修繕など 5,871千円 

役務費 通信運搬費、手数料及び保険料 2,563千円 

委託料 

床、ガラス及び側溝などの清掃業務 5,211千円 

警備業務 2,700千円 

消防設備及び遊具などの保守業務 5,262千円 

樹木管理業務など 3,465千円 

使用料及び賃借

料 

土器野保育園土地借上料及び複写機

使用料など 
4,425千円 

原材料費 砂場用砂 463千円 

備品購入費 園児用テーブル及び厨房機器など 4,579千円 

３ 事業効果 

  保育所の定期清掃や日常修繕などを実施することにより、保育環境の向上に寄

与することができる。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

事 業 名 保育園事業費 

政策体系  
子育てのしやすいまちをつくる 

子育て支援の充実 

款 03 民生費 項 02 児童福祉費 目 03 保育所費 

予  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

172,109千円 
（△2,125 千円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

0千円 0千円 0千円 0千円 81,609千円 90,500千円 

子

育

て

支

援

課 

１ 事業目的 

  保護者の就労又は疾病などの理由により、家庭で日中保育することができない

（保育を必要とする）場合、保護者にかわって保育を実施する。 
 
２ 事業内容 

⑴ 保育時間などの状況 

区 分 内 容 

保育標準時間 
保育時間 午前８時から午後７時まで 

延長保育時間 午前７時３０分から午前８時まで 

保育短時間 
保育時間 午前８時から午後４時まで 

延長保育時間 
午前７時３０分から午前８時まで 
午後４時から午後７時まで 

幼児教育・保育無償化（保育料） 
３歳以上児及び非課税世帯における
３歳未満児の保育料基準額（月額）を
無料とする。 

第二子保育料無料化（市独自制度） 
年収４７０万円未満相当世帯におけ
る第二子児（３歳未満児）に係る保育
料基準額（月額）を無料とする。 

第三子保育料無料化 
第三子以降児（３歳未満児）に係る保
育料基準額（月額）を無料とする。 

⑵ 保育利用者（見込み）                  （単位：人） 

区 分 定員 ０歳児 １歳児 ２歳児 ３歳児 ４歳児 ５歳児 合計 

西枇杷島保育園 150 3 14 23 30 38 40 148 

芳野保育園 140 3 10 18 30 30 30 121 

本町保育園 120 3 10 25 26 26 26 116 

花水木保育園 280 9 28 36 50 75 72 270 

新清洲保育園 100 3 5 12 26 26 26 98 

朝日保育園 120 6 15 12 30 25 26 114 

須ケ口保育園 180 6 15 24 45 36 44 170 

土器野保育園 120 3 15 13 20 26 24 101 

桃栄保育園 150 6 20 24 28 26 26 130 

星の宮保育園 160 3 10 14 24 22 34 107 

中之切保育園 100 3 10 12 18 25 24 92 

ネギヤ保育園 160 3 15 24 24 24 26 116 

合 計 1,780 51 167 237 351 379 398 1,583 
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子

育

て

支

援

課 

⑶ 各保育園の事業費（賄材料費を除く。） 

区 分 事業費 区 分 事業費 

西枇杷島保育園 1,674千円 土器野保育園 964千円 

芳野保育園 1,401千円 桃栄保育園 1,198千円 

本町保育園 1,247千円 星の宮保育園 1,189千円 

花水木保育園 2,639千円 中之切保育園 934千円 

新清洲保育園 946千円 ネギヤ保育園 1,264千円 

朝日保育園 1,058千円   

須ケ口保育園 1,916千円 合 計 16,430千円 

⑷ 保育園給食費 
児童の成長段階や体調に応じた離乳食やアレルギー、アトピーなどへの配慮

など、安全、衛生面及び栄養面での質を確保した給食を提供する。 

ア 幼児教育・保育無償化（副食費） 
 ３歳以上児の年収３６０万円未満相当世帯及び第三子以降児に係る副食費 
を免除する。（対象者 ６１人） 

イ 第二子副食費免除（市独自制度） 
 ３歳以上児の年収４７０万円未満相当世帯の第二子にかかる副食費を免除 
する。（対象者 ４６人） 

⑸ 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

需用費 

教材用及び各種行事用消耗品 12,939千円 

管理日誌及び緊急連絡表印刷など 2,891千円 

保育園給食費（賄材料費） 155,679千円 

役務費 人形劇上演料 600千円 

 
３ 事業効果 

就労する家庭の増加や多様化する就労形態に対応することにより、保護者の就 
労保障と児童福祉の向上に寄与することができる。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

事 業 名 保育園整備費 

政策体系  
子育てのしやすいまちをつくる 

子育て支援の充実 

款 03 民生費 項 02 児童福祉費 目 03 保育所費 

予  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

217,326千円 
（＋194,016 千円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

0千円 0千円 0千円 80,000千円 100,000千円 37,326千円 

子

育

て

支

援

課 

１ 事業目的 

保育施設を整備することにより、快適な保育環境を維持することに努める。 

 

２ 事業内容 

  本町・花水木・須ケ口・土器野・星の宮・中之切・ネギヤ保育園の改良工事を行

う。 

⑴ 本町保育園整備費 

ア  支出科目 

区 分 内 容 事業費 

工事請負費 木製遊具滑り台改修工事 2,097千円 

⑵ 花水木保育園整備費 

ア  支出科目 

区 分 内 容 事業費 

工事請負費 太陽光発電設備改修工事 1,760千円 

⑶ 須ケ口保育園整備費 

ア  支出科目 

区 分 内 容 事業費 

工事請負費 空調設備改修工事 41,018千円 

⑷ 土器野保育園整備費 

ア  支出科目 

区 分 内 容 事業費 

委託料 大規模改修工事監理業務 4,356千円 

工事請負費 大規模改修工事 118,800千円 

⑸ 星の宮保育園整備費 

  ア 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

工事請負費 樹木根処理及び園路補修工事 1,300千円 

⑹ 中之切保育園整備費 

  ア 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

工事請負費 
屋上防水工事、空調設備改修工事、

フェンス取付工事 
45,898千円 
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子

育

て

支

援

課

⑺ ネギヤ保育園整備費

  ア 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

工事請負費 木製遊具滑り台改修工事 2,097千円 

３ 事業効果 

  改良工事を行うことにより、保育環境の安全性及び快適性の向上に寄与するこ

とができる。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

事 業 名 児童館管理費 

政策体系  
子育てのしやすいまちをつくる 

子育て支援の充実 

款 03 民生費 項 02 児童福祉費 目 04 児童館費 

予  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

28,799千円 
（＋3,313 千円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

528千円 0千円 0千円 0千円 647千円 27,624千円 

子

育

て

支

援

課 

１ 事業目的 
  児童館及び児童センターを常に最良の状態に保持し、その維持管理に努める。 
 
２ 事業内容 
  児童館及び児童センターを常に最良の状態に保持するため、施設を維持管理す
る。 
⑴  各児童館・児童センターの管理費 

区 分 事業費 区 分 事業費 

西枇杷島児童センター 2,486千円 新川児童センター 2,998千円 

小田井児童館 580千円 星の宮児童センター 6,479千円 

清洲児童センター 3,998千円 桃栄児童館 4,211千円 

清洲東児童センター 4,002千円 春日児童館 4,045千円 

  合 計 28,799千円 

⑵ 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

需用費 

電気 7,246千円 

ガス 1,844千円 

水道 1,209千円 

消耗品費及び医薬品材料費など 2,807千円 

日常修繕 1,997千円 

役務費 
通信運搬費及び保険料 1,445千円 

浄化槽点検及び清掃手数料など 831千円 

委託料 

館内清掃業務 4,032千円 

警備業務 1,456千円 

消防設備保守業務など 1,782千円 

樹木剪定業務、館庭維持管理業務 303千円 

使用料及び賃借
料 

桃栄児童館土地借上料及び複写機借
上料など 

2,882千円 

原材料費 砂場用砂 32千円 

備品購入費 図書備品 933千円 

 
３ 事業効果 

  児童館及び児童センターの適正管理を図るとともに、子どもたちの身近な施設

としての役割を果たし、児童の健全育成に努めることができる。 
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科目 

主管 

事 業 名 児童館事業費 

政策体系
子育てのしやすいまちをつくる 

子育て支援の充実 

款 03 民生費 項 02 児童福祉費 目 04 児童館費 

予  算  額 

（前年度比）
財 源 内 訳 

3,155千円 
（＋23 千円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

0千円 0千円 0千円 0千円 506千円 2,649千円 

子

育

て

支

援

課

１ 事業目的 

児童に健全な遊びを与え、その健康を増進し、情操を豊かにする。 

また、放課後児童クラブを実施することにより、児童が放課後や週末などに安

心して生活できる居場所を確保する。 

２ 事業内容 

⑴ 各児童館及び児童センターの事業費

区 分 事業費 区 分 事業費 

西枇杷島児童センター 309千円 新川児童センター 298千円 

小田井児童館 474千円 星の宮児童センター 421千円 

清洲児童センター 636千円 桃栄児童館 339千円 

清洲東児童センター 312千円 春日児童館 366千円 

合 計 3,155千円 

⑵ 児童館及び児童センター事業

１８歳未満のすべての児童を対象に、健全な遊びを通じて児童の集団的及び

個人的指導（体操、手遊び、親子遊び、季節行事など）を実施する。 

ア 利用時間などの状況 

区 分 内 容 

利用時間 午前９時から午後５時 

休館日 日曜、祝日及び１２月２９日から１月３日 

イ 利用者（見込み） 

区 分 幼 児 小学生 中・高校生 合 計 

西枇杷島児童センター 1,068人 12,570人 0人 13,638人 

小田井児童館 1,152人 11,509人 36人 12,697人 

清洲児童センター 1,188人 26,350人 24人 27,562人 

清洲東児童センター 684人 17,299人 0人 17,983人 

新川児童センター 372人 12,496人 0人 12,868人 

星の宮児童センター 792人 12,300人 10人 13,102人 

桃栄児童館 204人 7,977人 0人 8,181人 

春日児童館 552人 16,064人 100人 16,716人 

合 計 6,012人 116,565人 170人 122,747人 
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子

育

て

支

援

課 

⑶ 放課後児童クラブ 

家庭において、保護者の仕事などで昼間留守になる小学生の児童を対象に放

課後児童クラブを実施する。 

  ア 利用時間などの状況 

区 分 内 容 

基本時間 
平日 下校時から午後６時 

学校休業日 午前８時３０分から午後６時 

延長利用時間 
午後６時から午後７時 

学校休業日 午前７時３０分から午前８時３０分 

利用料 
３，０００円／月（８月のみ５，０００円／月） 

延長１００円／日 

イ 登録者（令和４年１０月１日現在） 

区 分 定 員 登録者 

西枇杷島児童センター 
西枇杷島児童クラブ 40人 52人 

なかよしクラブ 40人 53人 

小田井児童館 
小田井児童クラブ 30人 13人 

あそびクラブ 30人 22人 

清洲児童センター 

清洲児童クラブ 40人 59人 

げんきっ子クラブ 40人 25人 

にこにこクラブ 40人 32人 

きぼうクラブ 40人 30人 

清洲東児童センター 
東げんきっ子クラブ 30人 43人 

東にこにこクラブ 30人 29人 

新川児童センター 
新川児童クラブ 40人 46人 

わくわくクラブ 40人 32人 

星の宮児童センター 星の宮児童クラブ 40人 62人 

桃栄児童館 桃栄児童クラブ 30人 37人 

春日児童館 
春日児童クラブ 30人 39人 

すくすくクラブ 30人 31人 

合 計 570人 605人 

 ⑷ 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

報償費 
児童厚生員研修会及び各種教室講師

謝金など 
225千円 

需用費 活動及び行事用消耗品など 2,588千円 

役務費 人形劇上演料 342千円 

 

３ 事業効果 

児童の健全育成に必要な事業を実施することにより、児童の心身の健康を増進

し、情操を豊かにすることができる。 

また、放課後児童クラブを実施し、児童が放課後や週末などに安心して生活で

きる居場所を確保することにより、仕事と子育ての両立支援及び児童の健全育成

に寄与することができる。 
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科目 

主管 

事 業 名 児童館整備費 

政策体系
子育てのしやすいまちをつくる 

子育て支援の充実 

款 03 民生費 項 02 児童福祉費 目 04 児童館費 

予  算  額 

（前年度比）
財 源 内 訳 

6,050千円 

（ 皆 増 ） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

0千円 0千円 0千円 0千円 0千円 6,050千円 

子

育

て

支

援

課

１ 事業目的 

児童館及び児童センターを整備することで、子どもたちが安心して過ごすこと

ができる環境を維持することに努める。 

２ 事業内容 

  星の宮児童センターにおいて、施設の長寿命化を図るため、大規模改修に向け

た老朽度等の詳細調査を実施し、改修等の必要箇所の洗い出し及び基本設計業務

を行う。 

⑴ 星の宮児童センター整備費

ア  支出科目 

区 分 内 容 事業費 

委託料 
大規模改修に向けた施設の詳細調

査及び基本設計業務 
6,050千円 

３ 事業効果 

  詳細調査の実施による劣化箇所等の把握及び基本設計業務を行い、適切な改修

につなげることにより、児童センターの安全性及び快適性の向上に寄与すること

ができる。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

事 業 名 親子通園施設費 

政策体系  
子育てのしやすいまちをつくる 

子育て支援の充実 

款 03 民生費 項 02 児童福祉費 目 05 児童福祉施設費 

予  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

2,934千円 
（＋222 千円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

66千円 0千円 0千円 0千円 15千円 2,853千円 

子

育

て

支

援

課 

１ 事業目的 

障がいのある子どもなどに対し、ふれあいの場を提供し、保護者とともに日常

生活に必要な習慣を養い、心身の発達を援助する。 

また、親子通園施設たんぽぽ園を常に最良の状態に保持し、その維持管理に努

める。 

 

２ 事業内容 

 ⑴ 親子通園施設管理費 

親子通園施設たんぽぽ園を常に最良の状態に保持するため、施設の維持管理

に努める。 

ア 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

需用費 

電気 512千円 

ガス 479千円 

上下水道 243千円 

消耗品、医薬材料費及び日常修繕な

ど 
379千円 

役務費 通信料及び火災保険料など 87千円 

委託料 

園内清掃業務 240千円 

警備業務 225千円 

消防設備などの保守業務 167千円 

使用料及び賃借

料 
複写機賃借料など 101千円 

備品購入費 
エッグクッションマット、有線マイ

ク 
114千円 

 

 

 

- 144 -



子

育

て

支

援

課 

⑵ 親子通園施設事業費 

日常生活の指導、集団生活の指導、保健指導、保護者に対する療育上の助言

及び指導などの療育事業を実施する。 

ア 実施事業 

区 分 内 容 回数（見込み） 

保護者学習会 父親・母親学習会及び研修会参加 28回 

父親参加療育 父子で療育に参加 50回 

相談支援 
個別懇談会、家庭訪問、修了児・Ｏ

Ｂ相談、心理発達相談（臨床心理士） 
266回 

就学前支援 養護学校、小学校及び保育園の見学 4回 

体験療育 
乗馬セラピー、プール療育、鉄道乗

車体験、人形劇観賞及び学童交流会 
7回 

ボランティア受

入 

地域ボランティア及び学生ボラン

ティアなど 
24回 

交流スペース事

業 

障がいのある子どもを持つ親など

の交流の場 
45回 

イ 利用人数（令和４年１０月１日現在） 

登録者 年間延べ利用者（見込み） 

25人 1,500人 

ウ 療育利用料（３歳以上児及び３歳未満児の非課税世帯は除く） 

２８０円／日 

エ 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

報償費 
療育サポートブック作成研修講師

料 
27千円 

需用費 
日常療育教材費及び療育事業用賄

材料費 
154千円 

役務費 人形劇団公演料及び保険料 59千円 

使用料及び賃借

料 
乗馬セラピー及びプール利用料 56千円 

 

３ 事業効果 

親子通園施設たんぽぽ園の適正管理を図り、日常生活の指導・助言などの療育

を行うことで、障がいのある子どもの心身の発達を援助することができる。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

事 業 名 子育て支援センター管理費 

政策体系  
子育てのしやすいまちをつくる 

子育て支援の充実 

款 03 民生費 項 02 児童福祉費 目 
06 子育て支援セン
ター費 

予  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

1,429千円 
（△218 千円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

38千円 0千円 0千円 0千円 0千円 1,391千円 

子

育

て

支

援

課 

１ 事業目的 

  子育て全般に関する専門的な支援を行うための拠点となる子育て支援センター

の維持管理に努める。 

 

２ 事業内容 

  地域の子育て中の親子に健全な遊びを提供するため、施設の適切な維持管理に

努める。 

⑴  各子育て支援センターの管理費 

区 分 事業費 

西枇杷島子育て支援センター 372千円 

清洲子育て支援センター 376千円 

新川子育て支援センター 388千円 

春日子育て支援センター 293千円 

合 計 1,429千円 

⑵ 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

需用費 

トイレットペーパー及び洗剤消耗品

など 
498千円 

日常修繕、ベランダ及びテラス屋根

修繕 
320千円 

医薬材料費 72千円 

役務費 
通信運搬費 165千円 

施設賠償保険料 47千円 

委託料 暖房機器保守点検業務 6千円 

使用料及び賃借

料 
複写機借上料 288千円 

備品購入費 図書備品 33千円 

 

３ 事業効果 

  子育て支援センターの適正管理を図ることにより、子育て世帯の支援に寄与す

ることができる。 
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科目 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主管 

事 業 名 子育て支援センター事業費 

政策体系  
子育てのしやすいまちをつくる 

子育て支援の充実 

款 03 民生費 項 02 児童福祉費 目 
06 子育て支援セン
ター費 

予  算  額 

（前年度比） 財    源    内    訳 

940千円 
（±0 千円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

0千円 0千円 0千円 0千円 6千円 934千円 

子

育

て

支

援

課 

１ 事業目的 

  地域子育て支援情報の収集及び提供に努め、既存ネットワークと連携しながら、

子育て家庭（これから子育てを始める家庭を含む。）の相互交流を図る。 

 

２ 事業内容 

⑴ 一般利用 

子育てに関する相談の場及び情報の提供、子育てサークルなどの育成及び支

援並びに子育て支援の関係機関との連携及び協力などを行う。 

区 分 延べ利用者（見込み） 

西枇杷島子育て支援センター 21,015人 

清洲子育て支援センター 16,126人 

新川子育て支援センター 21,672人 

春日子育て支援センター 19,570人 

合 計 78,383人 

⑵ 事業別利用 

  育児不安などについての相談、講習会及び地域交流会を実施する。 

区 分 
延べ利用者（見込み） 

相 談 子育て講座 行 事 地域交流会 

西枇杷島 62人 1,089人 2,581人 1,088人 

清洲 20人 923人 1,883人 471人 

新川 50人 857人 1,850人 386人 

春日 13人 921人 2,140人 1,152人 

合 計 145人 3,790人 8,454人 3,097人 

⑶ 支出科目 

区 分 内 容 事業費 

報償費 子育て講座講師謝金 320千円 

需用費 活動用消耗品など 568千円 

役務費 講演会手数料 52千円 

 

３ 事業効果 

子育て講座、相談会及び交流会の開催並びにサークル活動の場を提供すること

で、子育て世帯の支援に寄与することができる。 
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科目 

主管 

事 業 名 生活保護扶助費（生活保護扶助費） 

政策体系
誰もが健やかにいきいきと暮らせるまちをつくる 

生活保護・生活困窮者自立支援制度の適正実施 

款 03 民生費 項 03 生活保護費 目 02 生活保護扶助費 

予  算  額 

（前年度比）
財 源 内 訳 

924,548千円 
（＋6,324 千円） 

国・県支出金 
使用料・手数

料 

分担金・負担

金・寄附金 
地 方 債 そ の 他 一般財源等 

694,404千円 0千円 0千円 0千円 0千円 230,144千円 

社

会

福

祉

課

１ 事業目的 

最低限の生活を保障するとともに自立を助長するため、憲法第２５条に規定す

る理念に基づき、生活に困窮する市民等に対し、必要な保護を行う。 

２ 事業内容 

⑴ 被保護者の状況（令和４年１０月１日現在）

世帯数 人 数 保護率（※） 

412世帯 515人 7.45‰ 

※ ‰（パーミル）は、千分率を表し、１／１，０００を意味する。 

⑵ 地区別の状況（令和４年１０月１日現在）

区 分 世帯数 人 数 

西枇杷島地区 94世帯 119人 

清洲地区 150世帯 194人 

新川地区 95世帯 118人 

春日地区 73世帯 84人 

⑶ 支出科目

区 分 内 容 事業費 

扶助費 

生活扶助 262,935千円 

教育扶助 3,270千円 

住宅扶助 155,183千円 

医療扶助 464,984千円 

介護扶助 29,053千円 

その他扶助 8,063千円 

就労自立給付金 145千円 

進学準備給付金 300千円 

行旅死亡人取扱費 315千円 

法外援助費 300千円 

３ 事業効果 

生活に困窮する市民等に対して、必要な保護を行い、その最低限の生活を保障

することにより、セーフティネットとしての役割を果たすことができる。 
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